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令和２年度 金沢大学人間社会学域自己点検評価（教育）の報告にあたって 

 

令和３年 11 月 

 

 ここに，令和２年度金沢大学人間社会学域自己点検評価（教育）を報告します。 

 

 本報告は，国立大学法人金沢大学自己点検評価規定に定められた「部局における自己点

検評価指針」（平成 23 年 4 月 1 日施行）を受けたものです。本学における新たな自己点検

評価体制の構築に合わせ，人間社会学域・研究域も従来の「将来計画・評価委員会」を改

編して，平成 23 年度に評価委員会を設置し，自己点検評価に係る課題や実際の取り組みに

務めています。平成 23 年度以降，前年度分の点検評価を行い，その評価結果を学内外に公

表するという日程で毎年度の点検評価活動を実施しています。 

 

 学内外の皆様には，本報告を御高覧賜りますようお願い申し上げます。 
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教育に関する項目 
 

Ⅰ 人間社会学域の教育目的と特徴 

各学類における教育目的及び特徴 

学  類 教 育 目 的 特   徴 

人文学類 ・広範な人間の行動・思考・創造及びその蓄積と
しての思想・歴史・文化・言語等を深く理解した
総合的・学際的視野を持つ人材の養成 

・少人数による学生主体型の授
業科目が学修の中心 
・文献読解，実験，調査，フィー
ルドワーク等を通じた自発的な
課題の発見・解決方法の習得 

法学類 ・現代社会に対して幅広い関心を持ち，よりよい
社会実現のために法的思考により問題の解決策を
導き出し，自発的かつ意欲的に課題発見に挑み，
その探求と解決に必要な能力を備えた人材の養成 
・法律学，政治学に関する専門的な知識の習得 
・現代社会の規範とその適用及び公共的課題への
取組みに関する総合的な判断力の習得 

・学生の進路先に合わせた３コ
ース制を採用し，現実の社会に
潜む法的・政策的課題に対応で
きる能力を育成するためのカリ
キュラムの設定 
・少人数教育の導入による多様
な形態での討論 

経済学類 
 

・高度な情報処理能力，調査研究能力及び政策分
析・立案能力の習得 
・現代社会において各地域で発生している様々な
問題を経済理論と経済政策，経営学・情報科学及
び世界各地の経済と社会の比較考察という３つの
側面から捉え，複雑な問題に的確かつ迅速に対処
することができる専門的知識を持った人材の養成 

・早い時期（２年 Q4）からの少
人数での演習，フィールドワー
ク及びケース・スタディを重視
した実践的な教育の実施 

学校教育学
類 

・グローバルな視野に立って考えながら，ローカ
ルな個別，具体の問題解決に向けて行動する義務
教育段階の諸学校の教師を組織的かつ計画的に養
成 

・教科等に関する専門的な知識
や技能，それらを教授する能力，
子どもとコミュニケーションす
る能力，子どもの討議・討論及び
自主的・自活的活動を支援する
能力の習得 
・教師としての使命感，教育的愛
情，教育観，子ども観及び専門的
な諸能力の習得 

地域創造学
類 

・それぞれの地域が持つ自然的・文化的資源，伝
統，人材，資金，社会関係等を専門的に分析・把
握し，自治を活かした地域固有のスタイルで住民
の健康・福祉・環境・産業・文化・観光を発展さ
せることができる人材の養成 
・質の高い個性ある地域を計画・設計・政策立案
し，地域づくりのリーダーとして活動できる能力
を持つ人材の養成 

・総合性と専門性を習得できる
教育の実施 
・少人数の演習・調査実習・体験
実習の実施 
・問題解決のための実践的なス
キルを修得させる教育 

国際学類 ・グローバル化が進展する 21 世紀の社会の本質
を理解し，異文化を持つ他者とのしなやかな共生
を可能とする人材の養成 

・国際社会と日本社会に関する
基礎的な知識の修得 
・諸地域の実態を踏まえた国際
関係のマクロ的理解及び個々の
地域に関する実践的知識を修得
する教育の展開 
・仕事で使える英語と日本語教
育のための日本語を含む，各地
域の言語の高レベルな修得を目
指す教育の実施 

人間社会学域 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

 人文学類は５コース，15 専門分野から成る組織を発足時から維持してきたが，令和２年度入学

者から７プログラムで編成されるプログラム制に移行し，学生は従来の専門分野よりも広い枠組

みのプログラムに所属し，より自由に専門の学びの設計をすることが可能となっている。専任教

員数（平成 20 年度学類発足時 50 人）は令和２年度には 43 人，準専任教員を加えた数は 54 人と

なっており，教員一人あたりの学生数は 2.85 人で，少人数教育体制は維持されている。 

【法学類】 

法学類は，公務員志望者向けの公共法政策コース，民間企業志望者向けの企業関係法コース，

大学院志望者向けの総合法学コースの３コースから編成されており，学生は自分の希望する進路

に合わせたコース選択が行えるようになっている。データ１にあるとおり，令和２年５月時点に

おける教員一人当たりの学生数は 6.64 人であり，少人数教育が維持されている。 

【経済学類】 

経済学類は，エコノミクスコース，グローバル・マネジメントコースの２コースから編成され

ている。学生は自らの志望と適性に応じてコースを選択することができる。本学類は学生定員 135

人，配置教員数 32 人（内訳：専任 25 人，準専任７人）で構成されている。令和２年５月時点に

おける教員一人当たり学生数は 4.55 人であり，人文社会学域内では相対的に高い数値であるが，

演習科目を核とした少人数教育体制は維持されている。 

【学校教育学類】 

他の国立大学法人に設置されている教員養成系学部と比較し，本学類は学生定員 100 人（令和

３年度入学生より 85 人），専任教員数 52 人と小規模ではあるものの，教員免許課程認定審査基準

に基づき，コンパクトかつ機動性のある組織編成となっている。実務家を中心とした多数の学内

外の兼務教員や実地指導講師を多く配置している。配置教員一人当たりの学生数は，学類全体で

1.79 人であり，きめ細かな教育が可能となっている。 

【地域創造学類】 

専任教員 22 人，準専任教員７人，配置教員数合計 29 人の体制である。配置教員数に占める専

任教員の比率は75％で，少人数教育の演習や調査実習，体験実習は概ね専任教員で実施している。

配置教員一人当たりの学生数は 3.19 人であり，少人数体制は維持されている。新学域構想による

観光系教員の異動・学生数の変更，短期間での６名の退職が予想される状況にある。これらによ

る専任教員の削減をふまえ，令和４年度の新学類体制構築を目指して，学類教育体制の見直しと

後任補充計画の作成・実施など課題に取り組んでいる。学類新体制では，総合性と専門性を習得

できる教育の実施，実践的なスキルを修得させる教育など，本学類の教育の特徴を維持・発展さ

せることを重視し，コース制からプログラム制への移行を打ち出したところである。ただし，学

際的教育推進のための他学域・他学類との一層の協同体制構築については，課題として残されて

いる。 
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【国際学類】 

５コースからなる本学類の専任教員は 20 人である。準専任教員は 24 人で前年度に比べて４名

減ったものの，引き続き多くの準専任教員の協力を得ることで教員一人当たりの学生数は 1.93 と

なり，少人数教育体制は維持されている。学生の２年次のコース分属においても，学類発足以来

全員が第一希望のコースに所属している。ただ，依頼できる業務に制限のある外国人教員４人と

テニュア・トラック教員１人が含まれる本学類の専任教員の多忙化は深刻であり，教育の実施体

制維持のためにも改善が望まれる。 

 

○教員組織 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（令和２年５月現在） 

 専任教員 

Ａ 

準専任教員 

Ｂ 

配置教員数 

Ｃ（Ａ＋Ｂ） 
入学定員 

在籍者数 

Ｄ 

教員一人当たり

の学生数 

（D÷4÷C） 

人文 43 11 54 145 615 2.85 

法 26 1 27 170 717 6.64 

経済 25 7 32 135 582 4.55 

学校教育 52 4 56 100 402 1.79 

地域創造 22 7 29 90 370 3.19 

国際 20 24 44 85 339 1.93 

（合計） 188 54 242 725 3,025 3.13 

 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

人文学類では，FD 委員会が年に２回，学生による授業アンケートを実施し，その結果を HP で公

開するとともに各教員に周知して授業改善に活用するよう促している。学生アンケートの評価の

高かった教員の授業やアクティブ・ラーニングの先駆的な試みを行う授業を他の教員が参観し，

各自の授業改善，創意工夫に活用する取り組みも実施している。令和２年度はコロナ禍により対

面で開講された授業が少数だったこともあり，演習１科目を対面公開授業とし，講義１科目につ

いては LMS での授業教材等の公開対象とした。さらに FD 研修会を年１回開催し，FD に関する様々

かつ重要な問題について情報の提供と意識の啓発に努めている。 

【法学類】 

法学類では，年１回の初年次教育に関する FD 研修会の実施の他，令和２年度は，【データ２】

の通り，新型コロナ禍での同時双方向型授業の方法等に関するＦＤ研修会を計３回開催した（う

ち１回は法務専攻との合同開催）。また，令和２年度は新型コロナの影響で回答率が低くなったが，

法学類運営委員会によって卒業生アンケートが毎年実施されている。それぞれの結果は学類会議

等で情報を共有し，教育内容・方法の改善に役立てている。また，学類長を中心とした教育体制

等検討委員会で教育内容，教育方法の検討を行い，令和３年度より「English for Legal Studies」
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の新設に至るなど，改善に向けて取り組んでいる他，法務専攻との連携会議においては特に法曹

養成を強化することを目的にさまざまな検討を行う体制が整っており，特に法曹養成プログラム

については，カリキュラム内容や教育方法の検討を重ねている。そのほか，海外大学との連携と

して，エジンバラ大学担当者と法学類教員が連携し企画・実施する「エジンバラ大学法律英語研

修」を毎年実施しており，令和２年度は新型コロナのため中止となったが，年々充実した研修内

容とすることで，参加者も増加している。 

【経済学類】 

FD 委員会を中心にして，授業評価アンケート及び学習の効果に対する在学生・卒業生アンケー

トを実施している。また，FD 委員会が「教員と学生の懇談会」を開催し，学生の率直な意見を聴

取している。これらのアンケート結果及び懇談会で得られた意見は学類内で公表し，各教員がそ

れぞれの講義改善に役立てている。そのほか，令和２年度は，FD 研修会を２回開催した。第１回

目は，アカンサスポータルの WebClass において「談話室（経済学類 FD）」を設置し，オンライン

授業について検討を行い，第２回目では，学域 GS 言語科目の昨年度報告及び改善点をテーマに研

修を実施した。 

【学校教育学類】 

FD・カリキュラム委員会が主導し，研究授業や公開授業週間の実施，教員向け研修会等を開催

し，教育内容や方法の改善に努めている。令和２年度は， 実習，実技，実験授業を遠隔授業にて

行った教員の実践報告から遠隔授業の方法論について共有する FD 研修会を行った。 

【地域創造学類】 

令和２年度は，前年度に引き続き，若手教員を含む将来構想 WG を中心に，退職と新学域設置に

伴う教員の移動・学生定員の変更をふまえて，学類教育体系の見直しと拡充について丁寧かつ積

極的に議論を行い，令和４年度に始まる新学類体制の細部について学類全体の理解を進め，制度

として明確化する作業を行なった。なお，前年度に建てた補充計画に沿って教員採用選考も順次

開始した。また，FD 研修会としては，遠隔授業を取り上げ，問題点の検討やより効果的な方法に

関する情報提供等を行った。 

【国際学類】 

教育内容・教育方法の改善に向けた取り組みは FD 委員会が担当し,授業評価アンケートと FD 研

修会を３回実施している。令和２年度はこれらに加え，学類長主導でコロナ禍に対応するため６

月に「遠隔授業に対する学生アンケート」が実施され，その集計と分析が第１回 FD 研修会で報告

された。FD 研修会はこの第１回を含めて３回実施され，第２回は初学者ゼミの専門科目化への対

応についての検討，第３回は「異文化体験」に対する認識を深めて教員の学生メンターとしての

力量を高めるための研修をおこなった。 

 

【データ２】＜FD の体制，内容・方法や実施状況＞ 

実施学類 実施日 実施内容 対象者 

人文 R3.3.17 「遠隔授業の実施について」 人文学類遠隔授業サポー

トチーム担当者による実践報告 

教職員 

法 R2.6.9 同時双方向型の遠隔授業に関する遠隔授業サポートチー

ム教員による実践報告 

教職員 
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法 R2.9.24 同時配信授業に関する法学類と大学院法務専攻の合同

FD 研修会を実施した 

教職員 

法 R2.12.3 アシスタント学生との連携によるハイブリット型授業の

実践方法について 

教職員,アシ

スタント学生 

経済 常設 遠隔授業や遠隔会議等全般に関する情報交換の場を LMS

コース内に設け，随時経験談や質問，問題提起等を書き

込むことで研修活動とした 

教職員 

経済 H2.8.6 令和元年度に導入された学域 GS 言語科目の指導上の問

題点を検討し，改善に向けた話し合いをした 

教職員 

学校教育 R3.3.11 学校教育学類での実習，実技，実験授業を遠隔授業にて

行った教員の実践報告 

教職員 

地域創造 R2.6.25 遠隔授業に関して，問題点の検討やより効果的な方法に

関する情報提供等を行なった 

教職員 

国際 R2.10.27 同時配信用備品の使用方法研修／国際学類生の遠隔授業

アンケート結果報告 

教職員 

国際 R3.1.26 〈初学者ゼミの意図と方法〉について 教職員 

国際 R3.3.9 新規 GS 科目「異文化体験準備と経験」を知る 教職員 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教員数の削減が続く中，準専任教員の応援を得ながら人文学類の強みである少人数

教育体制を維持している。教育内容，教育方法の改善については，授業アンケートや公開授業，

各種教員研修会の実施など，教員の自覚を促す体制が整っている。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教育内容の改善の取り組みについては，FD 研修会や教育体制等検討委員会を中心

に議論を重ねている。令和２年度は，教育体制等検討委員会において EMI 科目の設置に向けた

検討を行い，令和３年度より「English for Legal Studies」を新設することになった。令和

２年度も連携会議を２回開催し，特に法曹養成プログラムに関しては，連携・協力しながら，

カリキュラム内容や教育方法について検討を重ねている。平成 28 年度から実施しているエジ

ンバラ大学法律英語研修は令和２年度は新型コロナのため中止となったが，これまで年々参加

者が増加しており，令和元年度は 12 名が参加した。また，事前研修の内容も充実してきてい

る。令和元年度からは，現地で行う研究発表の事前準備を，エジンバラの担当者と法学類教員

が連携して渡英前から行う方法が導入され，単に法律英語を学ぶだけではない，日本法とスコ

ットランド法の比較法研究という観点が盛り込まれ，充実した研修となっている。学域 GS 言

語科目について，外部試験により単位認定を受ける学生も増加しており，英語を抵抗なく使い

こなせる学生が徐々に増えていると言える。初学者ゼミ等でのアクティブ・ラーニングの実施

についても，担当教員間で情報を共有しつつ引き続き実施した。 
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【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教員数の削減が続いているが，専任教員の努力と準専任教員の協力によって学類の

教育目標を達成する体制は整っている。アンケート結果等のフィードバック及びオンライン教

育などの新しい指導法に関する FD 研修における意見交換を通して，各教員は教育方法の改

善・工夫に継続的に取り組んでいる。特に令和２年度は，学域 GS 言語科目のオンライン授業

化に向けて，改善等の意見交換を行うことができた。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）教員免許課程認定審査基準に基づいた適切な組織編成をしている。FD・カリキュラ

ム委員会を中心とした積極的な FD 活動により，教育内容，教育方法の改善に向け学類教員に対

する最新の情報提供と，よりよい教育実践を行うための FD 研修等を実施している。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）令和４年度の新学類設立の影響を大きく受ける本学類も学類教育体制を刷新する必

要があることから，令和２年度の重要課題は，前年度に引き続き，学類教育新体制プランの構

築である。この点について，昨年度同様，将来構想 WG の提案を受け学類会議で議論を繰り返

し，教育体系と方法の刷新をめぐる学類教員の理解を深め合意を形成した。この過程は実質的

な FD 研修の役割を果たした。また， FD 研修会としては遠隔授業を取り上げ，教育スキルの

向上を図った。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専任教員の数は少ないものの，多くの準専任教員の協力を得て，学類が目指す幅広

い教育内容への対応や少人数教育の実施を維持している。平成 28 年度から他学類に先駆けて

英語による授業の履修のみで卒業可能な英語プログラムを開設しており，令和２年度はこのプ

ログラムに新たに４名の２年生が参加して総数 25 名となり，うち２名がこのプログラムで卒

業した。教育内容，教育方法の改善については，当面の課題に沿って，遠隔授業対応，初学者

ゼミの専門教育化，教員のメンター力量向上をテーマに３回の FD 研修会を行った。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

人文学類では演習など少人数による学生主体の授業科目が学修の中心となっているため，履修

上限を 192 単位（１学期 24 単位）と厳しく設定している。１年次以降，人文学類の専門基礎科目

である「人文学基盤科目」を履修し，人文学の基礎的知識や方法論を分野横断的に学ぶとともに，

２年次以降は選択したプログラムの専門科目を中心に他プログラムの専門科目や副専攻科目を各

自の関心に応じて自由に組み合わせて履修することで専門知識を修得し，４年次における全プロ

グラム必修の卒業論文へと展開していく教育課程を編成している。 

【法学類】 

法学類では，１年次から専門科目を提供し，徐々に専門科目の比重を高める編成をとっている。

具体的には，１年次から専門基礎科目(法学概論，政治学，民事法入門)や「憲法（人権）」が履修

可能となっており，基礎的な知識を修得させると共に，学生の学修意欲が継続する工夫を行って

いる。また，専門科目の編成の特徴としては，進路に即した３コース選択制を導入するとともに，

学生が能動的に参加する少人数演習形式を重視していることが挙げられる。 

【経済学類】 

経済学類では，経済学に関する基本的な知識を身につけるために，１年次から学類共通選択必

修科目を配置している。２年次には，３年次のコース及び演習の選択に資する情報を提供するた

めに，コース選択必修科目を配置している。２年次第４クォーターには配属されたコース選択や

演習配属を通じて，より専門的な学習を行う。これらコアカリキュラム（学類専門基礎科目及び

コース選択必修科目設定）による専門的学習の一方で，他学類指定科目制も導入しており，社会

科学全般において学際的・横断的な知識習得ができるようになっている。加えて，令和元年度か

ら開始した２年次演習科目を第４クォーターより開講し，少人数によるきめ細やかな教育の実施

を早期に開始し，学類生の後半の専門的学習の充実を図っている。 

【学校教育学類】 

「学類共通科目」，「専修基礎科目」，「専修専門科目」の３つから構成された教育課程は，

教育職員免許状取得に必要な単位を効果的に取得できる仕組みになっている。また，学類のカリ

キュラム体系を図示したカリキュラム・ツリーによって学生の履修計画・履修状況の確認・作成

を下支えしている。「カリキュラム研究」や「授業研究」など実践的指導力を育てるための授業

科目を設け，教育実習と関連付けながら学校での教育活動に関わる経験を積める構成となってい

る。 

【地域創造学類】 

１年次には，基礎的な講義科目を配置し，地域創造学全体への理解を促すとともに，各コース

の特徴が理解できる共通科目を配置し，２年次以降のコース選択への橋渡しを行っている。２年

次には，各自が選択したコースに属し，各コースが扱う領域の基礎的な学習を進める。３年次に

は，演習を中心により専門的な学習を進め，４年次には卒業研究に取り組む。なお，２・３年次

には，PBL（Problem Based Learning）を目的とし，地域における実践的な教育を意図した各種

実習を多数配置するとともに，地域社会と連携した地域往環型プログラムを設置し，地域課題の
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発見・分析・政策づくりを通じて実践力を習得する教育に取り組んでいる。なお平成 30 年度改

革において，導入的概説科目である「地域創造学Ⅰ・Ⅱ」を「地域創造学Ⅰ～Ⅳ」に再編し，地

域の現状紹介から始まり，地域の構造と地域分析解析手法，地域のメカニズム・ダイナミズム，

そして地域の政策・実践論へと展開する内容へと充実させた。これにより，その後の専門科目の

体系的履修への手がかりを提供することができるようになり，学類教育の共通基盤を強化につな

がっている。 

【国際学類】 

学類生全員に履修を義務づけている専門基礎科目としての学類共通科目を教育課程編成の主眼

の一つとしている。コース専門科目では，グローバルな視野を育てるための科目，地域研究に関

する科目以外に，外国語をコミュニケーション・ツールとして使うための科目も充実している。

英語による授業の数を令和 2 年度も少しずつ充実させながら，米英コース６単位（３科目以

上），他コース４単位（２科目）以上の単位取得を義務づけるとともに，他学類に先駆けて，国

際社会コースと米英コースにおいて，英語による授業の履修のみで卒業できる英語プログラムを

開設しており，令和２年度には４名の２年生がこのプログラムに登録し，２名がこのプログラム

で卒業した。なお，学類の新たな在り方を検討している「コース制見直し WG」が中間報告を行

い，異文化との〈しなやかな共生〉を実現できる真の国際人の育成という学類コンセプトに合っ

た，より柔軟な学びの実現のため，プログラム制カリキュラムへの変更を提案した。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞（令和２年度入学者） 

 

学類 

 

共通教育科

目 

専門教育科目  

合計 学域GS科目 学域GS言語

科目 

専門基礎科

目 
専門科目 

 

人文学類 

 

38単位以上 

2単位 2単位 人文学基

盤科目16

単位以上 

66単位以上  

124単位以上 

 

法学類 

 

38単位以上 

2単位 2単位 4単位以上 82単位以上  

128単位以上 

 

経済学類 

 

38単位以上 

2単位 2単位 4単位以上 80単位以上  

126単位以上 

 

学校教育学類 

 

 

30単位以上 

2単位 2単位 63～68単位 

以上 

40～45単位以上  

142単位以上 

 

地域創造学類 

 

38単位以上 

 

2単位 2単位 4単位以上 78単位以上  

124単位以上 

 

国際学類 

 

38単位以上 

2単位 2単位 学類共通

科目20単

位以上 

62単位以上  

124単位以上 

 

 

 

 



－1-9－ 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況) 

【人文学類】 

学生の多様なニーズに応えるため，28 の標準的履修モデルを含む７つのプログラムに加えて，

英語履修プログラム「言語文化学」や 22 の副専攻（令和２年度現在）を提供しているほか，イン

ターンシップや異文化体験実習として学外での学修を単位化している。また，地域からのニーズ

に応えるべく社会人の科目等履修生を積極的に受け入れており，富山大学人文学部とは単位互換

制度を設け，教育・研究面での交流を図っている。このほか，海外の大学で修得した単位や外部

検定試験の成績を人文学類の単位に認定できる規則を定め，留学を支援している。さらに，毎年

度，人文学類インターンシップ説明会や人文学類就職セミナーを開催し，実践的なキャリア教育

を推進しており，就職セミナーに関してはコロナ禍にもかかわらず令和２年度は計４回（内 1 回

はオンライン）実施できた。 

【法学類】 

FD 研修会を開催し，特に初学者ゼミについては，毎年度意見交換をし，学生にとって意義ある

授業になるよう改善を続けている。2019年度以降の入学生を対象に法曹養成プログラムを設置し，

法曹養成という社会的要請ならびに法曹を志望する学生のニーズにも応えている。また，令和２

年度は新型コロナの影響で中止となったが，例年，法律実務インターンシップを実施している。

同様に令和２年度は対面実施ができなかったが，例年，リーガルプロフェッションプログラムと

いう名称で裁判所，検察庁見学イベントを企画し，地元弁護士会等の協力を得ながら，さまざま

な企画を学生に提供している。また，【データ８】の通り，その他のキャリア教育にも力を入れて

いるほか，令和２年度は中止となったが，留学プログラムとして，エジンバラ大学法律英語研修

も企画・実施するなど，グローバル化にも対応している。 

【経済学類】 

経済学・経営学だけではなく，より広い分野にも関心を持つ学生に対しては，多様な副専攻を

用意し，他学類提供の専門科目も卒業単位として認定している。また，実務に強い関心を持つ学

生に対しては，３年生を対象にインターンシップ制度による２単位を提供するとともに新たなイ

ンターンシップ先を開拓している。さらに，オンライン対応による就職支援講座の開催等，キャ

リア教育の実施を通じて現実の社会動向に関するタイムリーな情報提供に努めている。国際的な

視野を身につける上では，令和２年度はコロナ禍の影響を受け中止となったものの，経済学類独

自のシンガポール海外研修を推奨し，積極的に学生の相談に応じている。近年は個人でのインタ

ーンシップへの参加が急増していることも特徴である。 

【学校教育学類】 

他学類の履修，入学前の既修得単位の認定等を定め，教員を目指す学生の多様な要請に十分に

対応できるよう配慮している。また，科目等履修制度を通じて，教育に関心のある社会人学生を

受け入れている。３年次に３週間，４年次に２週間の教育実習を課しており，実践的な知識・技

術の獲得，および学問的な知識や技術とのつながりを重視した教育課程となっている。カリキュ

ラム全体で教員に向けたキャリア教育を体現しており，教員を志望する学生が教師としての総合

的な力を身につけるための教育が行われている。 
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【地域創造学類】 

地域創造学類の学習は学際的な内容が少なくないことから，関連領域を学ぶために学域・学類

を超えた幅広い学習が必要であり，学生にもそうした要求がある。学類としても幅広い履修を推

奨しており，実際に他学域・他学類科目の履修学生は他学類と比較して多く，成果をあげてい

る。また，地域社会で実地に学ぶことを求めて入学してくる学生が一定数存在することから，地

域往還型プログラム，各種実習科目を基盤に地域に連れ出し，こうした要求に応えている。学類

教員が教育・研究・地域貢献活動で地域社会と関係を持つ中，インターンシップの場として活用

して欲しいという要請が地域団体からも届くようになり，地域実地学習の内容も多様化し充実し

てきている。一方，海外に留学する日本人学生も増加傾向にあり，留学を促進するために，個別

の相談にも応じるなど支援を進めている。さらに，就職活動についての具体的なアドバイスを求

める傾向が強まっていることから，学生の要求に合わせた就活セミナーを実施している。 

【国際学類】 

国際学類では留学を強く推奨しており，半年以上１年未満の派遣留学に選抜された学類生の数

は平成 30 年度までは年々増加傾向，令和元年度は横ばいの状態にあったが，令和２年度はコロナ

禍のため，派遣留学に選抜されても出発することができず，結果として派遣実績なしとなった。

それでもデータ７によれば，海外の大学のオンライン授業を受講した者は，語学研修やサマース

クール参加予定者を含めて 30 人にものぼり，人社学域のオンライン授業受講者総数の半分弱を占

めた。また，キャリア教育やインターンシップも重視しており，令和２年度もコロナ禍にもかか

わらず，インターンシップ説明会・事後報告会のほか，各学年向けのキャリア講座，インターン

シップ選考対策講座，就活準備講座，就活直前対策講座等，計９回のキャリア教育講座を実施し

た。 

 

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞  

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

Ｒ２ 

前期 

履修登録者数 4 0  0  0  3 3 10 

単位認定者数 2 0  0  0  2 3 7 

Ｒ２ 

後期 

履修登録者数 3  0  1  0 7 0 11 

単位認定者数 3  0  1 0  6 0 10  

単位認定者数計 5 0 1 0 8 3 17 

 

【データ５】＜単位互換状況＞ ［令和２年度］               （単位：人） 

互換先 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

いしかわシティカレッジ 1 2 1 0 0 0 4 

放送大学 0 0 0 0 0 0 0 

金沢大→富山大 1 0 0 0 0 0 1  

富山大→金沢大 0 0 0 0 0 0 0 

双方向遠隔教育 0 0 0 0 0 0 0  

計 2 2 1 0 0 0 5 
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【データ６】＜科目等履修の状況＞ [令和２年度] 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

前期 履修登録者数 3 0 1 4 0 1 9 

単位認定者数 2 0 1 4 0 1 8 

後期 履修登録者数 3※ 0 0 6※ 0 1 10 

単位認定者数 2 0 0 6 0 1 9 

単位認定者数計 4 0 1 10 0 2 17 

※のうち 1名，人文学類と学校教育学類との併願 

 

【データ７】＜留学プログラムの整備・実施状況＞［令和２年度］（受入：令和２年５月１日現在） 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

受入 

正規生 4 1 4 0 1 8 18 

特別聴講学生 9 1 1 0 0 8 19 

研究生 0 0 0 0 0 0 0 

派遣 0（14） 0（8） 0（4） 0（6） 0（2） 0（30） 0 (64) 

※派遣については事務局国際部作成の実績（語学研修，短期サマースクールを含む）及び休学者情報から算出 

※派遣の内数（オンライン研修） 

 

【データ８】＜キャリア教育の実施状況＞ 

実施学

類 
実施期間 受講者数 実施内容 

人文 2.6.18 8 インターンシップ説明会（メール添付で説明資料の配布） 

人文 2.8.5 3 インターンシップ事前指導 

人文 2.10.19 3 インターンシップ事後指導 

人文 2.10.21 25 
第 1 回就職内定者体験報告会 

人文学類就職セミナー「後期スタート講座」 

人文 2.11.18 5 
第 2 回就職内定者体験報告会 

人文学類就職セミナー「自己分析ほか」 

人文 2.12.16 3 
第 3 回就職内定者体験報告会 

人文学類就職セミナー「エントリーシート対策講座」 

人文 3.1.20 - 人文学類就職セミナー「面接対策講座」(オンライン) 

法 2.8.27 30 公正取引委員会事務総局中部事務所ウェブ説明会 

法 2.8.19,20,21 20 金沢地方検察庁・金沢地方裁判所の見学 

法 2.10.16 25 「金沢刑務所」特別講演会 

法 2.10．27 25 「金沢刑務所」特別講演会 

法 2.11.21 4 
懇談会「ロースクール・法曹のこと，なんでも聞いて下さ

い！」(法学類リーガル・プロフェッション・プログラム) 

法 3.3.4-5 10 金沢地方・家庭裁判所職員採用試験説明会 

法   ＊法律実務インターンシップについては，前期・後期とも

に新型コロナ感染拡大防止の観点から中止 

経済 2.7.22 79 就職活動スタートアップ講座 

経済 2.10.16 43 就活予測ガイダンス 

経済 2.10.29 46 税理士事務所の仕事 ―経済学類 OB を招いて― 
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経済 2.11.18 28 自己 PR 講座 

経済 2.12.16 34 ガクチカ講座 

経済 3.1.20 29 志望動機講座 

地域創造 2.10.8 16 後期スタートアップ講座 

地域創造 2.10.22 - 公務員希望者向け就職ガイダンス（動画配信のみ） 

地域創造 3.1.17 1 就活直前！面接対策講座 

地域創造 3．2．12 22 OB/OG 招致型キャリアセミナー（地プラ主催） 

地域創造 3．2．22 4 OB/OG 招致型キャリアセミナー（福祉コース主催） 

地域創造 3．2．28 6 OB/OG 招致型キャリアセミナー（環境コース主催） 

国際 2.4.17 80 3 年生向けキャリア講座（マイナビ） 

国際 2.4.17 85 2 年生向けキャリア講座（マイナビ） 

国際 2.6.10 85 １年生向けキャリア講座（マイナビ） 

国際 2.6.22 80 インターンシップ選考対策講座（マイナビ） 

国際 2.8.17 85 1 年生向けキャリア講座（リクルートキャリア） 

国際 2.10.6 32 ここから始めよう！就活準備講座（リクルートキャリア） 

国際 2.10.27 40 金大生のためのエントリーシート対策講座（マイナビ） 

国際 2.11.26 6 自己 PR ブラッシュアップ講座（マイナビ） 

国際 3.1.26 12 就活直前講座（マイナビ） 

 

【データ９】＜インターンシップの実施状況＞［令和２年度］  

実施学類 実施期間 受講者数 実習先 

人文 
８月～１０

月 
2  石川県庁，福井県地域戦略部県民活躍課 

学校教育 ４月～２月 42 

附属幼稚園，附属小学校，附属中学校，附属高等学校，附属特

別支援学校，県教委主催学習サポーター，金沢市立十一屋小学

校 

地域創造 ７月～３月 45 

糠乃舎合同会社，加賀まれびと交流協議会，鶴来商工会青年部，

中島町地域づくり協議会，NPO 法人くくのち，南砺市 Casa 小

院瀬見, 北國とおり町，五箇山合掌の森再生協議会，Go For 

KOGEI 

国際 
７月～１１

月 
19 

専門学校アリス学園，石川県国際交流協会，射水市役所，スタ

ーマイン株式会社，NPO 法人ディープピープル，JERA，十六銀

行，東京海上日動火災保険，JAMS.TV，Legaseed，セコム北陸，

北陸朝日放送，松村物産，日本交通，積水ハウス，三井ホーム，

近鉄不動産 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）全般的には，体系的な教育課程の編成が行われ，学生や社会からの要請に対応しう

る教育内容となっている。また，インターンシップを含めたキャリア教育の整備・実施も着実
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に進展している。その一方，海外からの留学生受入プログラムの開発，派遣留学促進に向けた

さらなる支援体制の確立等，検討を要する課題がなおいくつか残されている。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学生の進路先に合わせた３コース制を採用することによって，学生や社会のニーズ

に合致した教育体制を構築している。さらにクォーター制に対応した新カリキュラムを実施し

ている。更に，法曹養成のニーズに応えるべく，法曹養成プログラム（法曹コース）を設け，

法学研究科との連携を強化している。令和２年度は新型コロナウイルスの影響で受け入れ先が

確保できず実施できなかったが，例年であれば金沢弁護士会等の協力を得て法律事務所等への

法律実務インターンシップを実施しており，その他，検察庁，裁判所，弁護士事務所見学等を

企画し，学生から好評を得ている。また，エジンバラ大学法律英語研修も令和２年度は中止と

なったが，ここ数年は留学プログラムへの参加者が増加している。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専門科目の１年次からの提供，コアカリキュラムの設定（学類共通選択必修科目・

コース選択必修科目），主専攻・副専攻制の導入等様々な取り組みに対する学生の反応は良

く，理論・実務に対する学生ニーズに対応していると評価できる。特に，税理士協会や北陸財

務局等の外部の講師を招聘して実施する講義への出席率は高い。また，インターンシップや経

済学類独自のシンガポール海外研修（令和２年度は中止）に参加した学生の評価が高いことか

らも，実施の目的が達成されているといえる。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）複数の教員免許状取得が可能になるように授業科目を配置し，かつ高度な実践的能

力を持った教員の養成を目指したカリキュラム編成となっている。学生や社会からの要請への

対応については，科目等履修生の受入れ，TA やスクールサポーター制度などによって，配慮し

ている。カリキュラム全体を通じて，実力のある教員を養成するためのキャリア教育を体現し

ている。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）地域創造学類は，PBL（Problem Based Learning）型学週を重視し，地域往還型プ

ログラムなど地域と連携しながら地域で学ぶ特色ある授業を用意し，地域課題の発見・分析・

政策づくりを通じて実践力を習得する教育に取り組んでいる。こうした取り組みは，学生の学

習意欲を引き出し，その意欲に答えるものとなっている。同時に，学際的教育はともすると各

論の寄せ集めに終わってしまうが，１年次の導入科目から総合的な地域像と各学問分野の連関

を把握できるよう工夫し，統計学や調査手法の教育も適切に組み込んでいる。また，留学や就

職活動への相談・支援の体制も整ってきている。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）本学類には国際的な場で活躍できる人材の育成が期待されており，それに沿ったカ

リキュラムが立てられ，他学類に先駆けて英語プログラムも整備されている。ただし，英語プ
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ログラムの履修者・卒業者はまだ少数であり，カリキュラムも次第に硬直的な傾向が出てきて

いたこともあり，より柔軟で学生のニーズに沿ったカリキュラムへの変更を検討することにな

った。また，海外体験へのモチベーションを高めるため，語学研修やさまざまな海外研修を終

えて要件を満たした学生には「異文化体験実習Ⅰ」の単位を認定し，留学先で取得した単位は

積極的に学類内の単位として互換するなどの様々な方策を講じている。派遣留学に応募する学

生には，アドバイス教員を中心として留学計画書のブラッシュアップや模擬面接を行うなどき

め細かな指導をしている。ただ，令和２年度においてはコロナ禍のためにその成果が数値とし

て明確には現れなかった。 

一方，国際経験等で培われた広い視野と強い精神力，日本語及び外国語によるコミュニケー

ション能力を持つ学生を対象としたさらなるキャリア教育は十分な成果を上げており，それが

一般企業への就職率の高さ（データ 18 参照）に繋がっていると考えられる。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

人文学類では，講義系の科目と，演習・実験・実習など少人数教育の授業科目を有機的に組み

合わせてバランスのとれた学習指導を行っている。また，講義および演習・実験・実習のそれぞ

れを基礎系と発展系とに区分するとともに，各区分に選択必修単位数を設定し，体系的な学びを

保証している。また，令和 2 年度から副専攻のあり方を見直し，25 単位程度の副専攻を 13 設置

して副専攻の実質化を目指している。なお，講義・演習いずれにおいてもアクティブ・ラーニン

グの手法の積極的な導入を図っている。 

【法学類】 

当学類では従来から，主に基礎的体系的な理解の涵養を目的とする大人数の講義形式と，主に

個別具体的な事例・テーマなどについて発展的応用的な研究を行う少人数の演習形式とを中心と

しつつ，多様な形態の授業を組み合わせることで，効果的な知識の修得と自主的な学習への取り

組みが行えるよう配慮されている。また特に演習形式の授業は各学年に万遍なく配置されている

ことから，アクティブ・ラーニング，少人数教育が徹底されているといえる。 

【経済学類】 

 経済学類では，講義・少人数の演習・インターンシップ(実習)等を設定し，多様な形態の科目

を組み合わせることによって，効果的な学習が可能となる体制を設けている。また，講義の内容

においても，FD を通じて様々なメディアの組み合わせを工夫するなど学習効果を高めるために

継続的に改善の努力が行われている。さらに，学生の能動的な学習を活性化するため，演習での

研究成果を学生自身が発表する「ゼミナール大会」の場を設定し，学習意欲・プレゼンテーショ

ン力の向上を図っており，アクティブ・ラーニングを積極的に実施している。そのほか，令和２

年度では，経済学類独自のシンガポール海外研修（語学研修，現地大学生との交流，現地法人訪

問等）を計画していたが，コロナ禍のため中止となった。例年海外研修へ参加している学生から

の評価も高いことから，令和３年度においても引き続き計画することとしている。 

【学校教育学類】 

講義，演習，実習・実験などの異なる形態の授業をバランス良く組み合わせ，また，学生のグ

ループ討議や学校現場での実習，体験活動，AI 機器の活用等を柔軟に取り入れている。特任講

師を招いての授業・指導実践の学習や，授業参観や模擬授業等も充実している。教育実習では，

大学の担当教員が一つのクラスあるいは一人の学生を継続的に参観し指導する体制になってお

り，全国の教員養成系大学・学部の中でも他にほとんど見られないきめ細かな実習指導を行って

いる。 

【地域創造学類】 

地域創造学類は演習（31.7％）と実習・実験（13.7％）を重点的に配置し，地域で学ぶ少人数教

育に力を入れているが，概説・概論といった全体像を提示する講義が極端に少ない点は弱点であ

る。後者の点に対し，１年次の地域創造学Ⅰ〜Ⅳで科目間の関係の見取り図を提供するとともに，

カリキュラム・マップを用いて実習・演習と講義を関連付けて学習するよう促すことで，狭い各

論にはまり込むことなく，地域の実態的理解と学問的知識の習得をバランス良く進めることがで
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きるように工夫している。さらに，現場で地域づくりに携わっている社会人から学ぶ地域課題セ

ミナーを開講するなど，社会での実践力の涵養にも努めている。 

【国際学類】 

令和２年度の講義系科目と演習・実習系科目の比率は 0.89：1 で，講義系科目と演習系科目，

実習系科目をバランスよく配置している。TA や ALA を活用しながら，きめ細かな指導を行い，教

育効果を上げている。また，外国語演習科目が 18.9％と他学類に比べて高い比率を占めることが

国際学類の大きな特徴である。学習指導法の工夫についても，年に数回開催される FD 研修会等を

通して改善に努力しており，特に令和２年度はコロナ禍に対応するため，第２クオーターから双

方向遠隔授業システムを学類独自に導入し，遠隔授業の研修などでノウハウを蓄積しながら学生

指導に努めた。 

 

【データ１０】＜開設科目別の履修登録者数＞［令和２年度］  

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

学域共通科目 0 1 0 0 0 0 1 

学域ＧＳ科目 667 676 642 405 497 383 3,270 

学類共通科目 1,349 742 742 2,301 416 2,822 8,372 

学類専門科目 7,877 5,333 5,841 2,251 4,849 3,671 29,822 

その他※ 1,151 752 1,623 1,777 671 339 6,313 

計 11,044 7,504 8,848 6,734 6,433 7,215 47,778 

※教職科目，他学類共通科目及び他学類専門科目の履修者数の合計 

 

【データ１１】＜講義科目と演習系科目＞［令和２年度］ （数字は授業科目数，（ ）は％全科

目中の比率，準専任教員等の担当科目含む。）（令和２年度シラバス掲載の科目数で計上） 

 講義（概説・概

論） 
講義（各論） 演習 実習・実験 外国語演習 合計 

人文 81 (11.1) 253 (32.1) 276 (37.7) 75 (10.2) 65 (8.9) 732 

法 15 (7.6) 90 (45.5) 83 (41.9) 4 (2.0) 6 (3.0) 198  

経済 15 (7.0) 148 (69.2) 40 (18.7) 11 (5.1) 0 (0.0) 214  

学校教育 15 (3.2) 250 (54.1) 173 (37.4) 24 (5.2) 0 (0.0) 462 

地域創造 5 (1.1) 253 (53.5) 150 (31.7) 65 (13.7) 0 (0.0) 473  

国際 44 (5.5) 334 (41.6) 233 (29.0) 40 (5.0) 152 (18.9) 803  
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

 カリキュラムを意識して主体的に学習に取り組ませるため，Web 版シラバスに「関連科目」「カ

リキュラムの中の位置づけ」「授業時間以外での学習内容」を明記して学生に周知するとともに，

『人文学類ハンドブック』でプログラムごとに＜科目内容および科目選択について＞と＜履修モ

デル＞の記述を設け，１年次から４年次に至る学習モデルを提示している。また，各学期開始前

にプログラム・オリエンテーションを開催し，学期単位での詳細な学修指導を行っている。また，

各プログラムの学生共同研究室では専門の図書や設備を自由に利用することが出来，学生が演習・

実習の準備や卒業研究など自主的な学習を進める上で大いに役立っている。また，人文学類独自

の外国語検定試験受験料助成制度および資格試験検定料助成制度を設け，外国語や専門的知識へ

の学習意欲を喚起している。また，授業にアクティブ・ラーニング的な要素をさらに加えるなど

の取り組みを続けている。 

【法学類】 

当学類では他学類にはみられない，単なる学生生活や履修手続き等の指導に止まらず（法学徒

としての）大学生活の本質や全体像にまで踏み込んで記載のなされた，極めて充実した『法学類

ハンドブック』なる手引書が毎年作成され新入生に配布されており，１年前期開講の初学者ゼミ

では本書を主たる教材として，各種図書館（室）の利用方法や文献・判例・法令の検索方法，レ

ジュメやレポートの作成方法等を指導し，入学当初の段階で学生が主体的に学習できるためのス

キルを身につけさせている。各教員のオフィス・アワー及び連絡方法を明示することによって，

学修上の適切な助言を行える体制が構築されている。また，法学検定試験，IELTS(エジンバラ法

律英語研修予定者限定)を受験した学生を対象に受験料助成制度を設け，学生の主体的学習を促

している。 

【経済学類】 

 学類オリエンテーションでは『経済学類ハンドブック』を用いて，カリキュラムの説明，履修

モデルの例示を行っている。また初学者ゼミでは，『経済学初学者のための学習ガイド』を用い

て文献・資料の収集，レポートの書き方，プレゼンテーション等の説明を行っている。２年次に

は，「演習配属ガイダンス」と「コース配属ガイダンス」を設けることにより，能動的な学習を

可能にする体制を整えている。さらに，全学年次において，アドバイス教員を割り当て，学期ご

とに勉学上の課題や生活に対する助言を実施している。 

【学校教育学類】 

本学類は，演習や学校での実習など学生の主体的参加を求めている。また，授業外の自学自習

活動を効果的に進めることを目的とした「教師になるためのノート」を用いたマンツーマンの指

導により，１年次から主体的な学習を支援する体制がつくられている。「教師になるためのノー

ト」は最終年度に実施される「教職実践演習」でも活用しており，４年間を通じた学習キャリア

の形成を促している。 

【地域創造学類】 

地域創造学類では，少人数の実習・演習，インターンシップなどを通じて地域に出て主体的に

学習することを促している。１年生を対象とした初学者ゼミでは，レポート作成や発表の方法を
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教育しつつ地域について主体的に学ぶ意義を考えさせている。また，講義科目である「地域創造

学Ⅰ〜Ⅳ」においても，学域連携や地域創造の具体例を通じて主体的に地域に関わる糸口を提供

している。２年次以降も実習やインターンシップなど現場体験型授業をカリキュラムに組み込む

ことで，自ら計画し考え行動するトレーニングを多様な形で進めている。講義科目においてもア

クティブ・ラーニングに取り組む科目を増やし，主体的学習に向けた工夫を実施している。 

【国際学類】 

学生の主体的学習を促すために少人数での演習形式や実習の授業を多く実施するとともに，令

和２年度も FD 研修会で少人数教育や留学においてどのように学生の主体性を導き出すかについ

て検討した。ただ，今までの主体的学習に向けた重要な取り組みと位置付けていたアクティブ・

ラーニングは，新型コロナの感染予防のために制限されることになってしまった。一方，学外の

講師を招いた「国際学セミナー」は，双方向遠隔授業システムを利用したハイブリッド型を含め

て令和２年度も３回開催され，学生の学習意欲の喚起に大いに貢献した。平成 27 年度から学類

独自に設けた外国語検定試験等受験料助成制度は，令和２年度も 23 件の申請があり（令和元年

度は 21 件），外国語学習等への意欲を高めることができた。なお，外部試験のスコアで単位認定

を行った学生は７名と例年より少なく（令和元年度は 17 名），コロナ禍で多くの外部試験が中

止・延期となった影響が出たものとみられる。また，国際学類では自主的学習の成果としての卒

業論文の作成を重視しており，卒業論文提出を必須とし，１年間から２年間はコース教員，卒論

指導教員による，いわゆる卒論ゼミ（「研究演習Ａ・Ｂ」）を受講させている。さらに，毎年各コ

ース１名の優秀論文提出者に「学類長賞」,それに準ずる論文提出者に「特別研究賞」を与え，

学生の努力目標の一つとしている。 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）多様な授業形態を取り入れているが，講義とそれ以外の演習・実験・実習の比率が

ほぼ半々で，適切なバランスをもって設定されており，アクティブ・ラーニング的性格の少人

数教育を実践している。外国語検定試験受験料助成制度，各種資格申請助成制度など，人文学

類独自の取り組みも行っている。また，『人文学類ハンドブック』の記載や学類全体あるいは

プログラムのオリエンテーションで提供される種々の情報は，学生が主体的に学習計画を立て

る上で有効であると評価できる。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）授業形態を適切に組み合わせつつ，とりわけ演習科目を充実させたカリキュラムを

提供していることによる。また，上記の通り極めて充実した内容の『法学類ハンドブック』を

作成・配布して，これを用いた主体的な学習を行い得るスキルを身につけさせる授業を実施し

ている。また，法学検定試験，IELTS を受験した学生に受験料助成制度を設け，学生の主体的

学習を促している。特に後者はエジンバラ大学法律英語研修を促す意味もあり，有効な取り組

みであると評価できる。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 
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（判断理由）講義，少人数の演習，インターンシップ（実習）等，多様な授業形態による効果的

な学習の展開や積極的なアクティブ・ラーニングによる学生の能動的な学習の実現を図ってい

る。入学時の『経済学類ハンドブック』を用いた説明をはじめ，能動的な学習に必要な各ガイ

ダンスの実施により，コースや演習内容に対する理解度が高まり，学生が履修計画を立てる上

で役立っている。『経済学初学者のための学習ガイド』は，入学時から卒業論文執筆時まで活

用されており，文献収集や引用の方法等，能動的な学習に必要なスキル形成に役立てている。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）「教師になるためのノート」を中心に，主体的な学習を促す取組を支援する体制を

整えている。講義，演習，実験・実習などの授業形態をバランス良く組み合わせる一方で，学

生のグループ討論，野外実習，現職教員を特任講師として招いての授業など学習指導上の工夫

も行っている。さらには教育実習指導の際，教員養成系大学・学部の中では珍しい大学の担当

教員がきめ細かく学生指導をする体制を整えており，教育活動を充実させるための工夫がされ

ている。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学類カリキュラムが地域における実習を重視したものとなっており，実習科目数の

総科目数に占める割合も高い。少人数教育（ゼミ）と現地実習・現場実習及びインターンシッ

プを組み合わせ，理論と実践を学べるように工夫したカリキュラムは，学生の学習意欲を高め

自主的に学ぶ姿勢を喚起する学習プログラムとなっている。また，アクティブ・ラーニングの

実施科目数も増やして，講義についても主体的学習の機会となるよう工夫している。令和２年

度は新型コロナの影響を受けて授業運営に苦労したが，オンライン開講となった授業において

も，ブレイクアウトルームの活用など，可能な限りアクティブ・ラーニングに取り組んでい

る。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準を上回っている。 

（判断理由）学習指導法の工夫に関しては，コロナ禍という状況に対応して双方向遠隔授業シス

テムを早期に導入し，研修などでノウハウを蓄積しながら学生指導に当たった。授業形態の組

み合わせに関しては，バランスの取れた授業形態を維持しつつ，きめ細かな少人数教育を学類

の教育の一つの柱として実施している。また，学生に主体的な学習を促す取り組みについて

は，学外の講師を招いての「国際学セミナー」を３回開催するとともに，学類独自の外国語検

定試験等受験料助成制度も大いに活用されている。また，卒業論文作成を自主的学習の総決算

として重視する学類の姿勢も堅持している。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

データ 12 及び 13 に拠れば，各学期とも成績分布は「Ｓ」評価と「Ａ」評価を合わせて 50％を

超えており，これは学生の学習意欲の高さを示すものと考えられる。GPA 値をプログラム決定その

他の指標として用いることが成績向上への意欲を高める要因となっていると思われる。データ 14

に拠れば，学位授与率は81.2％でおおむね良好とはいえるが，今後の動向を注視する必要がある。

なお，副専攻制度を活用して他分野の知識・技能を習得する者や，教育職員免許，学芸員資格な

どの資格取得を目指す学生も多く，学生の資質・能力の向上の一因となっている。 

【法学類】 

単位修得状況については，データ 12 及び 13 によれば，厳正な成績評価のもと，令和２年度全

開講科目の延べ履修登録者数の約 85%（前期及び後期平均）が単位を取得しており，例年と同様，

在学生の学業成績は概ね良好である。卒業（学位取得）状況については，データ 14 によれば，法

学類の学位授与率は 83.9％であり，比較的高い数値を維持しており，概ね良好であると判断され

る。 

【経済学類】 

成績分布（データ 12 及びデータ 13）によれば，令和２年度の前後期あわせての延べ履修登録者

の約 82％が単位を修得しており，学生の学業状況はおおむね良好である。卒業者の比率について

も，入学者の約 80％の学生が４年で卒業しており，おおむね良好である。 

また，学生が身につけた学力や能力を自覚できるように，発表の場や能力に関わる各種検定試

験の受検を奨励している。 

【学校教育学類】 

 教職免許取得のための必修単位数が多いが，他学類と比較して単位の不合格割合は少ない。ま

た，Ｓ,Ａの学生の割合が６割を越えていることから，大部分の学生が真面目に勉学に取り組ん

でおり，求められる学力や資質・能力を獲得していることがわかる。卒業生 99 人（過年度卒業

生も含む）全員が教育職員免許を取得している。校種別延べ人数は，小学校一種 99 人，中学校

一種 91 人，高等学校一種 98 人，特別支援学校一種 24 人(知的・肢体・聴覚領域各８名)，幼稚

園一種８人となっている。 

【地域創造学類】 

学生の単位取得状況は，比較的高い率で単位修得ができており，成績分布にも特に問題はな

く，おおむね良好である。不合格者の割合は，前期については学域平均（13.4％）とほぼ同等

（13.7%）であるが，後期については学域平均（12.0%）を上回って（15.3%）いる。とは言え，

妥当な範囲である。また，標準年限での卒業者の割合は 94.0％と，学域平均を大きく上回って

おり，良好である。資格取得状況としては，令和２年度卒業生のうち６名が国家資格である社会

福祉士の資格を取得している。 

【国際学類】 

成績分布のデータでは，単位取得者のうちＳ評価とＡ評価を合わせた比率は，前期 58.6％，後

期 64.4％と良好である。派遣留学，奨学金等，さまざまな場面で GPA 値が求められる現状に学類
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生が真摯に努力している結果と思われる。学位取得状況（平成 29 年度入学者が４年で卒業した比

率）は 57.8％と学域平均の 81.8％を大きく下回っているが，理由は派遣留学を中心に大学の許可

を得て半年以上１年未満の留学やインターンシップ等をしている学生が学年の半数以上おり，そ

のほとんどが，休学，あるいは休学しないで留学した場合も在籍期間を超えた分について半期ご

とに 25 万円の支給が得られる本学のアカンサス支援制度を利用して在籍期間を延長しているた

めであり，５年以内での学位取得状況は良好である。また，国際学類が養成を担っている日本語

教師についての資格の取得状況は，日本語教育主専攻資格が４名，同副専攻資格が８名で，概ね

良好である。 

 

【データ１２】＜成績分布：令和２年度前期分(1～4 年生）＞（数字は人数，( )は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

学域共通 - -  -  -  -  -   

学域ＧＳ 7 38 (12.3) 105 (33.9) 74 (23.9) 35 (11.3) 58 (18.7) 310 

学域ＧＳ言語 31 177 (30.7) 234 (40.6) 79 (13.7) 35 (6.1) 51 (8.9) 576 

人文 252 779 (18.9) 1,676 (40.6) 841 (20.4) 363 (8.8) 470 (11.4) 4,129 

法 64 659 (23.1) 702 (24.6) 619 (21.7) 429 (15.0) 443 (15.5) 2,852 

経済 79 397 (11.4) 758 (21.8) 1,018 (29.2) 618 (17.8) 691 (19.8) 3,482 

学校教育 175 496 (22.1) 980 (43.7) 459 (20.5) 166 (7.4) 140 (6.3) 2,241 

地域創造 130 347 (12.5) 865 (31.0) 885 (31.8) 308 (11.1) 382 (13.7) 2,787 

国際 216 693 (24.7) 953 (33.9) 625 (22.2) 212 (7.5) 328 (11.7) 2,811 

合計 954 3,586 (18.7) 6,273 (32.7) 4,600 (24.0) 2,166 (11.3) 2,563 (13.4) 19,188 

 

【データ１３】＜成績分布：令和２年度後期分(１～４年生）＞（数字は人数，( )は％） 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

学域共通 1 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 

学域ＧＳ 25 312 (19.6) 560 (35.2) 385 (24.2) 182 (11.4) 154 (9.7) 1,593 

学域ＧＳ言語 23 59 (13.0) 131 (28.9) 159 (35.1) 50 (11.0) 54 (11.9) 453 

人文 355 930 (20.6) 1,661 (36.7) 957 (21.2) 396 (8.8) 579 (12.8) 4,523 

法 88 637 (19.6) 851 (26.2) 813 (25.1) 467 (14.4) 475 (14.7) 3,243 

経済 122 390 (12.5) 950 (30.4) 884 (28.3) 380 (12.2) 520 (16.7) 3,124 

学校教育 252 752 (21.4) 1,545 (43.9) 795 (22.6) 261 (7.4) 164 (4.7) 3,517 

地域創造 181 400 (16.6) 819 (33.9) 562 (23.3) 264 (10.9) 369 (15.3) 2,414 

国際 307 852 (27.8) 1,121 (36.6) 565 (18.5) 203 (6.6) 321 (10.5) 3,063 

合計 1,354 4,333 (19.8) 7,638 (34.8) 5,120 (23.4) 2,203 (10.1) 2,636 (12.0) 21,931 

(出典：教務データに基づき作成） 
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【データ１４】＜卒業状況(学位修得状況）＞［令和２年度卒］ 

卒業者数は，H29 年度入学者のみ（ ）は法学類編入学数で内数 

学類 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

入学者数（H29） 149 180(5) 186 106 84 76 781(5) 

卒業者(授与)数 121 151(3) 148 96 79 44 639(3) 

学位授与率 81.2% 83.9% 79.6% 90.5% 94.0% 57.8% 81.8% 

   

【データ１５】＜資格取得状況＞ ＜令和２年度卒＞ 人間社会学域  （人） 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 計 

学芸員資格 11 0 0 0 0 0 11 

教育職員免許 15 2 2 99 0 6 124 

社会福祉士 0 0 0 0 6 0 6 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

学生の評価については，毎年度，授業評価アンケートを実施している。その結果は，データ 16

の通りで，全項目に関して学域平均と同水準かそれ以上の評価となっており，おおむね学生の満

足を得られていると判断できる。とりわけ「出席率」「資料の適切度」「知識・視野の拡大」の項目

については，ほぼ毎年度４以上の高い評価値を示しており，この点から見ても，学生の知的欲求

を充足させるのに十分な授業が提供されていると判断することができる。 

【法学類】 

令和２年度の卒業生アンケートは新型コロナウィルスの影響もあり，回答率が極めて低かった

が昨年度と同様の傾向であった。参考までに平成 30 年度卒業生アンケート結果を示すと，社会

問題への関心が高まり，専門知識や社会問題の解決に役立つ力が修得できたと感じている卒業生

が全体の８割から９割であった。【データ 16】によれば，教育の満足度については，肯定的な反

応が大方を占めている。体系的なカリキュラムの客観性についても，シラバスの内容が授業内容

等に反映していたと回答した者が９割を超えており，十分に担保されている。 

【経済学類】 

令和２年度授業評価アンケート結果（データ 16）から，本学類の学生による授業に対する評

価を見ると，数値で見る限り他学類と大きな差はなく，概ね良好である。特に，「予習・復習」

の項目で，全体の平均を上回っている。アカンサスポータル等を活用して小レポートやテストを

実施する科目が多くなってきているためと考えられる。前年度との差異として，令和２年度は，

新型コロナウイルス感染症拡大を契機とし，オンライン授業の導入が進んだことも要因として考

えられるため，今後の動向に注視していきたい。 

【学校教育学類】 

令和２年度授業評価アンケート結果（データ 16）は，おおむね良好である。「授業の理解

度」「授業への興味」「資料の適切度」「知識・視野の拡大」の項目などで相対的に評価が高
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く，学生たちによりよい教師になるための資質を身につけさせるという明確な目標のもとで，学

習意欲を喚起する講義が行われていることが分かる。 

【地域創造学類】 

授業評価アンケート結果は，「出席率」「知識・視野拡大」について４以上の高いポイントを得

ている。「授業のスピード」が学域平均を上回っており，この間の各教員による講義改善の成果

が現れている。また，ポイントが低いとは言え，「予習・復習」が学域の平均を上回っているこ

とも，各教員によるアクティブ・ラーニングの導入等，講義方法の工夫に取り組んで来た成果を

示していると考えられる。しかし，「シラバスの参考度」，「授業の理解度」，「資料の適切度」，

「授業の水準」，「授業への興味」については，学域平均を下回っている。学生の期待に応える一

層の工夫が必要である。 

【国際学類】 

令和２年度の学生による授業評価アンケート結果は，概ね良好である。中でも，「シラバスの参

考度」では人社学域の平均を大きく上回るとともに，前年度より 0.3 ポイント上昇しており，コ

ロナ禍のなかで授業を精選しようとした学生の主体的なあり方が読み取れる。一方で「予習・復

習」は人社学域中で最も低かったものの，前年度より 0.48 ポイントも上昇しており，遠隔授業の

増加の影響と考えられる。前年度と比較すると，「出席率」も 0.34 ポイントと大きく上昇し，「授

業の理解度」「資料の適切度」「授業の水準」「授業への興味」でも上昇が見られた。特に前年度か

ら学域平均が 0.11 ポイントも下がった「授業の水準」において上昇が見られたように，本学類が

早くから遠隔授業に対応し創意工夫した成果がアンケート結果に表れている。卒業生アンケート

は，コロナ禍で令和２年度も回答数が少なかったが，それでも半数のデータが集まった。学類の

授業に対する「全体的満足度」，「国際社会への理解の深まり」及び「学類で得た知識が社会で役

立つと思うか」の問いに，「大いに満足している」又は「満足している」と答えた卒業生の割合は，

97.0％，96.9％，90.9％であり，過年度の卒業生と同様に高い評価が得られている。 

 

【データ１６】 ＜令和２年度授業評価アンケート結果＞ 

ポイント：1.00～5.00【数字が大きいほど高評価】 

項目/ 

組織別 

項目１ 

出席率 

項目２ 

予習・復

習 

項目３ 

シラバス

の参考度 

項目４  

授業の理

解度 

項目５ 

授業のス

ピード 

項目６ 

資料の適

切度 

項目７ 

授業の水

準 

項目８ 

授業への

興味 

項目９ 

知識・視

野拡大 

学域共通 

※回答者なし 

- - - - - - - - - 

学域ＧＳ 4.54 2.06 3.94 3.88 3.02 4.23 3.37 4.09 4.32 

学域ＧＳ言語 4.51 2.98 3.79 3.97 2.97 4.13 3.34 3.87 4.09 

人文 4.70 2.45 3.96 3.81 3.10 4.20 3.63 4.11 4.35 

法 4.54 2.56 3.94 3.79 3.09 4.10 3.46 4.04 4.22 

経済 4.58 2.93 3.86 3.61 3.02 3.93 3.27 3.82 3.99 

学校教育 4.67 2.59 3.68 4.00 3.05 4.24 3.49 4.05 4.29 

地域創造 4.61 2.96 3.70 3.72 3.10 3.94 3.38 3.99 4.21 

国際 4.58 2.28 4.07 3.86 3.04 4.20 3.46 4.08 4.21 

平均 4.59 2.55 3.89 3.82 3.06 4.12 3.44 4.03 4.22 

                     (出典：授業評価アンケートに基づき作成）
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学生の成績分布では「Ｓ」および「Ａ」評価を得た者の割合が 50％を超えてお

り，また学位授与率はおおむね良好な数値を維持し，資格・免許取得者数も安定して推移して

いることから，学業の成果が着実に挙がっていると判断できる。また授業アンケートの評価

も，授業形態や内容に関して比較的高い評価を得ており，授業への興味が理解度や知識の獲得

に結びつき，教育効果の向上に繋がっていることを裏付けている。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）厳正な成績評価のもと，学生が身に付けた学力や資質・能力については，９割近く

の学生が無理なく単位を修得した上で卒業しており，適切に学力を身に付けていることがうか

がえる。授業評価アンケート結果 肯定的な反応が大方を占めている。令和２年度の卒業生ア

ンケートの回答率は例年に比べて低かったが，回答の傾向はこれまでと同様であり，学業成果

に関する学生評価については，体系的に組まれたカリキュラムのもと，卒業生が，卒業時点に

おいて必要な知識や能力を習得できたと感じており，教育内容についても肯定的な評価が大方

を占めている。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）令和２年度における学生の単位取得状況は概ね良好である。また，授業評価アンケ

ートからは，特に，「予習・復習」の項目で良い結果を得ている。また，過去に実施した教育

効果に関する在学生及び卒業生アンケートでは，社会の様々な動きを見る力が養われた，プレ

ゼンテーションの力が付いたという意見が寄せられており，全体的に高い評価を受けている。

令和２年度はオンライン授業の導入が進んだこともあり，学生の学業状況については，引き続

き注視していきたい。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学校教育学類の卒業生はすべて，小学校教諭一種免許状ならびに，中学校教諭一種

免許状もしくは特別支援学校教諭一種免許状に必要な単位を取得している。また，学生の講義

への出席率は高く，単位取得率も高い水準にある。この背景には，明確な目標のもとで，学生

の学習意欲を喚起する授業が行われていることがある。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学生の単位取得状況はおおむね良好で，標準年限での卒業者の割合も 94.0％と，

学域平均を大きく上回っている。令和２年度卒業生６名が社会福祉士の資格を取得するなど，

資格取得状況も評価できる。授業評価アンケート結果から，「出席率」，「予習復習」でこの間

の授業改善の効果がみられるものの，その他多くの項目が４ポイントを下回り，かつ学域平均

を下回っており，一層の教育改善が必要である。 
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【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）留学を意識する学生の多い本学類の成績分布状況は良好である。一方，標準年限で

の学位取得状況は例年通り低いが，これも半年以上留学する学生が多いためで，５年間では良

好である。授業評価アンケート結果では，どの項目においても概ね良好な評価を得ている。特

に注目すべきは前年度と比較して「出席率」「予習・復習」「シラバスの参考度」「授業の理解

度」「資料の適切度」「授業の水準」「授業への興味」でポイントが上昇していることでコロナ

禍に適切に対応した成果がここに出ている。卒業生を対象に行ったアンケートでは，学類の授

業に対する「全体的満足度」，「国際社会への理解の深まり」及び「学類で得た知識が社会で役

立つと思うか」の問いに対して，「大いに満足している」又は「満足している」と答えた卒業

生の割合が９割を超えており，これまで同様に学類での学びに対し高評価が得られている。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業(修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

【人文学類】 

 就職率（就職希望者数/就職者数）は 96％で高水準を維持している。進学者数は人間社会学域の

中では法学類と並んで多く，大学院と専門学校等を合わせると 7.6％となっている。産業別就職状

況を見ると，公務員志向の傾向は続いており，教員と公務員を合わせた数は就職者数の 35.0％を

占めているが，近年は情報処理や専門・技術職にも一定数が就職し，民間企業については職業選

択の多様化が進んでいる。地域別の就職先では北陸三県の割合が 40％ほどであり，地元志向の高

さがうかがえる。 

【法学類】 

データ 20 によれば，令和２年度に卒業した法学類生 175 人のうち，大学院等への進学者は 15

人，就職者は 144 人である。また，データ 18 によれば，令和２年度の卒業生全体では，民間企

業が 58 人(就職者の約 40％)，公務員が 85 人（就職者の 59%）であり，公務員となる者が６割近

い。就職先地域は約 48%（69 人）が北陸三県内であり，次いで東京が約 17%（24 人），東海地方

が約 10%（15 人）となっており，昨年度並みである（データ 19）。 

【経済学類】 

 経済学類では，公務員となる学生が最も多いが，金融・保険，各種製造業など，人間社会学域

の中では幅広い業種へ就職しているのが特徴であり，この傾向はこれまでと変わっていない。地

域別にみると，石川，富山，福井の企業へ就職したものが全体の約 53％を占めており，北陸地

域に対し多くの人材を供給している。その他では東京と愛知への就職が目立つ。特に近年は，関

東への就職数が増加している。また，令和２年度は１人が大学院等に進学した。 

【学校教育学類】 

令和２年度では，就職者と進学者希望者に対する進路決定者の比率が 100％に至っており，学

生全員が卒業後の進路にスムーズに移行していることが分かる。また，就職者の 78.6%が教員に

なっていて，その大部分が石川県を中心とした北陸３県で採用されており，北陸地域の中心的な

教員養成系学部としての責務を十分に果たしている。教員以外では，公務員や民間企業に採用さ

れている。 

【地域創造学類】 

令和２年度卒業生は，地域創造学類が学生を社会に送り出す 10 期目となるが，就職者に占め

る公務員の割合が 25.9％，企業への就職率が 74.1％となっており，前年度以上に民間への就職

割合が高くなっている。そのため従事する職種にも広がりが見られる。地域別では，北陸３県へ

の就職者が多く（就職者全体の 54.3％），特に石川県だけで 42.0％を占めている。東京・愛知・

大阪の大都市圏に就職する者の割合は前年度より若干増加（就職者全体の 24.7％）し，そのう

ち東京だけで 12.3％を占めている。多様な地域で就職する傾向が消え，特定地域への偏りが強

くなっている。また，２人が大学院・専門学校に進学した。一方，コロナ禍の影響を受け進路未

定者が３名となった。全体としてはこの間の積極的なキャリア形成支援活動の成果が表れている

が，課題が残された。 
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【国際学類】 

令和２年度卒業生は国際学類の 10 回目の卒業生であったが，大学院進学者６人のほか，就職

希望者 58 人中 56 人が就職し，卒業生の進路決定率は 94.1％と良好であった。就職先について

は，他学類に比べて公務員が少なく一般企業への就職が多いのが特徴である。職業別では事務従

事者，販売従事者が多く，産業別では，どの分野にも満遍なく就職している。地域別ではグロー

バル企業が多い東京での就職の比率が高いことも特徴と言える。就職状況のデータからは，国際

学類生が多方面から求められていることがうかがえる。 

 

【データ１７】＜職業別就職状況＞ （令和２年度卒） 人間社会学域 

職業 人文 法 経済 
学校教

育 
地域創造 国際 合計 比率 

情報処理関係 9 4 12 1 4 4 34 5.2 

専門・技術職 17 20 7 3 10 4 61 9.4 

事務従事者 55 104 75 6 50 25 315 48.6 

販売従事者 28 9 52 7 17 18 131 20.2 

サービス職業 5 0 1 1 0 1 8 1.2 

保安職業 0 5 1 0 0 0 6 0.9 

教員 4 1 0 70 0 2 77 11.9 

その他 5 1 7 1 0 2 16 2.5 

 

【データ１８】＜産業別就職状況＞ （令和２年度卒） 人間社会学域 

職業 人文 法 経済 
学校教

育 
地域創造 国際 合計 比率 

公務員 39 85 32 5 21 4 186 28.7 

教員 4 1 0 70 0 2 77 11.9 

各種製造業 15 7 20 1 9 9 61 9.4 

情報通信業 16 15 15 1 11 9 67 10.3 

卸売・小売 11 7 13 2 7 4 44 6.8 

金融・保険 3 4 31 2 8 5 53 8.2 

サービス業 11 9 13 2 3 10 48 7.4 

教育・学習 

支援 
4 3 2 3 4 3 19 2.9 

その他 20 13 29 3 18 10 93 14.4 
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【データ１９】＜地域別就職状況＞ （令和２年度卒） 人間社会学域 

 人文 法 経済 学校教育 地域創造 国際 合計 比率 

石川 34 44 49 51 34 8 220 34.0 

富山 9 9 20 13 8 7 66 10.2 

福井 5 16 13 9 2 1 46 7.1 

東京 25 24 24 2 10 19 104 16.0 

新潟 6 1 2 4 0 2 15 2.3 

長野 4 5 6 0 2 3 20 3.1 

岐阜 8 5 5 1 2 2 23 3.5 

愛知 11 10 11 2 6 1 41 6.3 

大阪 1 3 7 0 4 2 17 2.6 

その他 20 27 18 7 13 11 96 14.8 

 

【データ２０】＜進学状況・就職者数＞ [令和２年度] 

学類 
卒業者

数 

進学希望者

数（A） 

大学・大学

院等進学者

数 

専門学校

等進学者

数 

就職希望

者数（B） 

就職者

数 

合計

（A+B） 

就職・進学 

未希望者数 

進路 

未定者 

その他 

（※） 

人文 144 12 9 2 128 123 140 0 2 

法 175 16 15 0 153 144 169 3 3 

経済 168 1 1 2 158 155 159 4 3 

学校 

教育 
99 4 4 3 92 89 96 0 0 

地域 

創造 
87 2 2 0 84 81 86 0 1 

国際 68 6 6 0 58 56 64 2 2 

計 741 41 37 7 673 648 714 9 11 

（※）留学（2），家事手伝い（1），療養中（1），資格試験受験準備（5），芸能活動（1），帰国

（1） 
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観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況) 

【人文学類】 

令和２年度卒業者アンケートはコロナ禍の影響で回答率が 52％ではあったが，「幅広い教養や

社会的常識の獲得」の項目で 94.5％，「人間や社会のあり方を論理的に理解する能力の獲得」の項

目で 95.9％程，そして「課題発見と解決の能力の獲得」の項目で 89％の学生が高評価を与えてお

り，全体としての人文学類での学びに対する満足度についても 90.2％の卒業者が高評価を与えて

おり，人文学類の学生が人間的な総合力を身につけたことを示している。また，「今後の活動に必

要な専門知識や技術の基礎の獲得」「様々な状況に対応するコミュニケーション能力の錬磨」の項

目も高評価率が 85％以上であることは，学生が，人文学類の各分野で学んだスキルが卒業後にも

生かされると実感していることを示し，本学類におけるキャリア形成支援の一定の効果の証左で

ある。しかしその一方で「プレゼンテーションの能力の錬磨」の項目の高評価率は 73.6％で，改

善されてきてはいるものの，依然としてこの部分は学類教育にとっての今後の課題である。 

【法学類】 

令和２年度に就職先アンケートは実施していないが，平成 25 年度に法学類および法学部の卒

業生の就職先である 267 の民間企業・官公庁に実施したアンケートでは，「適切な資料を収集

し，まとめる」「他人の立場や考えを理解する」「妥当な根拠に基づいて論証する」などの項目に

おいて「満足・推進」，「現状に満足」が「改善に期待」を上回っており，全般的にみて法学類の

教育は肯定的に受け止められているといえる。 

【経済学類】 

 令和２年度には就職先アンケートを実施していないが，平成 25 年度に，経済学類卒業生の就

職実績の高い 47 の企業等に卒業生のイメージに関するアンケートを実施した。回答数 20 とあま

り多くはないが，幅広い教養，専門知識および応用力，コミュニケーション能力や協調性等の点

で評価が高かった。社会的関心や語学力の点では課題が見られたものの，概して企業等が求める

人材を輩出している状況が窺えた。また，毎年卒業生アンケートを実施し，授業や演習等の意見

を集約し，分析結果は学類内で情報共有されている。 

【学校教育学類】 

 教員志望者の多くが，石川県および富山県・福井県を含む北陸三県で教員として採用されてお

り，各学校関係者からも本学類の卒業生に対する評価は高い。石川県教育委員会は，本学類の卒

業生について，各教育現場・学校現場でのリーダーを担っていく存在と高く評価している。学校

現場に各種の学生ボランティアとして参加している学生は真面目で熱心だと高く評価されてお

り，ボランティアの派遣要請が多い。 

【地域創造学類】 

平成 30 年度卒業生に実施した「卒業生アンケート」によれば，「「地域を創造する力」を修得

できたと思いますか？」という問いに対して肯定的な回答（「よく習得できた」と「少し習得で

きた」の合計）が 94％と非常に高い値を示した。また，地域課題の理念・目標や社会的責任の

習得，地域課題の現状理解や把握の習得，他者の声に耳を傾け自らの考えを的確に伝達するコミ

ュニケーション能力・コーディネーション能力の習得についても，９割以上が学修成果を「達成

している」(「十分に達成できた」と「ある程度達成できた」の合計)と回答し，多様な地域での

学びの成果を実感していることと理解できる。 
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【国際学類】 

令和２年度は就職先アンケートを実施していないが，令和２年度の卒業生へのアンケートによ

れば，「学類で得た知識が社会で役立つと思うか」との問いに対して，役立つとの回答が 90.9％

という高い数値を示している。８年前に初めて実施した卒業生の就職先へのアンケートの回答で

は，国際学類卒業生の積極性，コミュニケーション能力，英語能力の高さが評価されており，今

後も，卒業生の就職先へのアンケートを実施するなどして，その結果を学類での教育に生かして

いきたい。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

【人文学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）就職率は 96％と良好な水準を維持している。就職先は従来の公務員・教員に加え

て，近年は情報処理や専門・技術職にも一定数が就職し，民間企業については職業選択の多様

化が進んでいる。インターンシップに参加する学生も少しずつ増加し，進路選択・職業選択に

主体的に取り組む姿勢が強まっている。学類としてもインターンシップ説明会や就職セミナー

を開催して進路選択への意欲を高めるとともに，実践的な知識や情報の提供に努めている。 

【法学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）就職希望者の約 94％が就職しており，令和元年度からはやや就職率が下がってい

るが，新型コロナの影響もあると思われる。法学類では，年次における大学社会生活論や地域

概論での指導にはじまり，インターンシップ制度の活用等を通じて種々の進路・就職支援を進

めてきた。卒業生の進路・就職状況からみて，法律学・政治学に関する専門的な知識の習得,

現代社会における規範とその適用及び公共的課題への取組みに関する総合的な判断力を習得し

た人材養成という法学類の教育目的に合致した教育成果や効果を達成していると言える。 

【経済学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）就職希望者の約 98％が就職しており，高い就職率を示している。他方，進学希望

者も進学を果たしている。卒業生の多くは，公務員，金融・保険，製造業等の，いわゆる経済

関係の企業に就職している。さらに，就職地域についても，北陸を中心としつつ，関東や中部

等日本各地で活躍の場所を得ている。企業が求める幅広い教養，専門知識および応用力，コミ

ュニケーション能力や協調性を備えた人材を輩出している。 

【学校教育学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）卒業生のほぼ全員が就職または進学しており，就職者のうち，約８割が教員となっ

ている。教員就職率は教員養成学部の中ではトップクラスとは言えないもののかなり高いほう

であり，教員養成系学部としての本学類の教員養成学部としての役割は果たしていると言え

る。また現場の実践力と学問的知識の融合を指向する本学類の取り組みは，学外の教育関係者

から高い評価を得ている。 

【地域創造学類】 

（水準）期待される水準にある。 
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（判断理由）卒業生の就職希望者 84 人全員の就職とならなかったが 81 名（就職希望者の

96.4％）が就職し，大学院進学希望者２人も進学を果たした。公務員とともに様々な職を得て

おり，地域課題解決能力やコミュニケーション・コーディネーション能力など，学類の教育目

標が求める能力を備えた人材が評価されていると言える。 

【国際学類】 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）令和２年度卒業生の就職希望学生の就職率は 96.6％，進路決定率は 94.1％と良好

であった。特に就職状況のデータからは，職業別，産業別で満遍なく就職しており，地域別で

はグローバル企業が多い東京での就職者が比率的に高く，とりわけ留学経験者の多い国際学類

生の就職面での成果の現れとみており，国際学類生が在学中に身につけた能力，資質が多方面

から求められている結果と判断される。 
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教育に関する項目 
Ⅰ 人間社会環境研究科の教育研究上の目的と特徴 

 

各専攻における教育目的及び特徴 

専  攻 教育研究上の目的 特   徴 

人文学専攻 ・人文科学領域において博士後期課程
の基礎となる専門的な教育研究を行
い，独創性豊かな大学教員及び研究者
を目指す者を育成するとともに，専門
的実務能力を備えた高度専門職業人を
養成することを目的とする。 

・博士前期課程では，学士課程における
人文学類の教育・研究との接続を重視す
ると同時に，そこからの学際的な展開を
も視野に入れ，「学際総合型」，「専門深
化型」という二つのタイプのプログラム
を提供する。このプログラム方式では，
学生個々人の進路希望に即した多様な
選択が可能であり，指導教員もそれに合
わせた指導を行うことが特徴である。 

法学・政治学専攻 
（令和２年度以
降募集停止） 

・法学・政治学領域において博士後期
課程の基礎となる専門的な教育を行
い，独創性豊かな大学教員及び研究者
を目指す者を育成するとともに，専門
的実務能力を備えた高度専門職業人を
養成することを目的とする。 

・学士課程における法学類の教育との
接続を重視しつつ，専門性と学問性を備
えた幅広い職業人や博士後期課程進学
者を育成するための教育課程を実施す
る。 
・法学・政治学の基礎的・発展的知識の
習得，議論の能力を高めることを目的
に，専攻共通科目，教員による集団指導
である研究会科目等を含めた教育課程
となっている。 

経済学専攻 ・経済学領域において博士後期課程の
基礎となる専門的な教育研究を行い，
独創性豊かな大学教員及び研究者を目
指す者を育成するとともに，専門的実
務能力を備えた高度専門職業人を養成
することを目的とする。 

・効果的な修得を可能とするため，階層
的カリキュラム編成を行っている。大学
院教育の核となるコース専門科目とし
て，専門基礎科目としての性格をもつ
「特論」，応用科目としての性格をもつ
「演習」がある。大学院教育の主眼と言
える発展科目として，充実した個人指導
のための「論文指導Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」と，そ
れを補完し学際性総合性の追求をめざ
す「プロジェクト研究」「総合演習Ⅰ・
Ⅱ」を配置している。 

地域創造学専攻 ・地域創造学専攻は，地域の特性に応
じて個別的な解決を導くことができる
「高度な地域創造力」を備えた専門職
業人の養成を目標とする。この専門職
業人とは，組織の一員として地域課題
解決に取り組むことができるばかりで
なく，リーダーシップ発揮によって組
織を牽引し，地域住民の実情と意見に
深く耳を傾け，関係組織・団体等と積極
的に連携・協働して，新たな地域課題の
把握と解決に取り組み，地域の持続発
展的な創造に寄与できる力量を持つ人
である。 

・高度な「地域創造力」を獲得するため
のカリキュラムを以下のとおり配置し
ている。 
1.専攻内を細分化せず，様々な分野の科
目を履修することができる学際的カリ
キュラム。 
2.地域創造学類の学士教育課程を発展
させた，高度な地域創造力を育成する質
の高いカリキュラム。 
3.国・地方自治体や企業・NPO 等が求め
る政策・企画立案能力を持った高度専門
職業人を養成するためのカリキュラム。 
4.地域社会に生起する諸問題の把握と
その解決を目指す複合的な教育研究に
対応した課題基盤型カリキュラム。  
5.地域創造力を専門的・学際的に学習す
る階層的なカリキュラム。  
6.社会人を対象とした長期在学及び短
期在学型のプログラムに対応した指導
体制。  

人間社会環境研究科 
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7.学際的複眼的な視野を持った人材を
育成するため，自専攻以外の専攻や他研
究科の授業科目受講を推奨。 

国際学専攻 ・社会のグローバル化が進む中で，実
践的な外国語運用能力を有し，国際社
会の諸問題や異文化への強い関心と専
門知識を備え，国際社会で活躍できる
人材，及び日本語による豊かなコミュ
ニケーション能力を有し，日本語・日本
文化及びその教授法に関する基礎知識
を備え，国際社会で活躍できる人材を
育成することを目的とする。 

・国際社会の諸問題に取り組む能力育
成のために，専攻共通科目に「基礎講義
Ⅰ～Ⅷ（2 科目 2 単位選択必修）」を導入
している。 

人間社会環境学
専攻 

・人間社会環境領域に関する総合性に
富んだ高度に専門的な教育研究を行
い，この領域において社会の一線で活
躍する大学教員，研究者及び高度専門
職業人を養成することを目的とする。 

・学位論文作成に向けて，学位論文指導
Ａ（1 年次対象，原則として学術雑誌へ
の投稿論文 1 本以上，及び学内公開の研
究報告会で 1 回以上発表と他の発表者
の報告 2 件に対して参加とコメントの
提出が義務付け）及び学位論文指導Ｂ（2
年次対象，学位論文指導Ａを修了した上
で，原則として学術雑誌への投稿論文 1
本以上，及び学内公開の研究報告会で 1
回以上発表と他の発表者の報告 2 件に
対して参加とコメントの提出が義務付
け）の 2 つの段階を設定し，学位論文指
導Ａ，Ｂの修了をもって学生は学位論文
を提出する資格を得る仕組みを導入し
ている。 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

 博士前期課程４専攻の入学定員に比した在籍者数の状況では，経済学専攻・地域創造学専攻・

国際学専攻で若干超過しているが，教員ひとり当たりの学生数には大きな影響はなく，教育体制

として問題はないと判断する。一方，人文学専攻では定員に満たない状況が見られる。なお，法

学・政治学専攻は改組により募集停止となったものの，教員ひとり当たりの学生数は少なくなっ

ていることから，教育体制として問題はないと判断する。この定員割れはコロナ禍により進学を

控えた者が増えたことによると分析する。対策として，ステイホームの状態で情報収集する者が

増えることを見込み，入試情報や教員情報を閲覧しやすいよう，Web サイトを改修した。また，

留学生は研究生として呼び込み，正規生へ進学を促す方針を継続していく。令和２年度博士前期

課程全体としての入学定員充足率は 10 月入学者を含めると 86.8％（46 名/53 名）であり，令和

元年度の 96.7％（59 名/61 名）より 9.9 ポイント減少している。 

 博士後期課程は在籍者数が依然定員数を大きく超えているが（国費外国人留学生３名あり），教

員ひとり当たりの学生数は小さく，教育体制として問題はない。在籍者数の超過はもっぱら留年

者・休学者の多さによる。早期の修了に向け，引き続き年次ごとの論文指導の徹底と，それを支

援する研究報告会の開催や研究科紀要の発行，研究経費の競争的配分を実施した。また，コロナ

禍による影響を最小限に抑えるため，FD にて遠隔授業と研究指導に係るアンケートの分析及び授

業評価・修了者アンケート分析をテーマに取り上げた。 

 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（令和２年５月現在） 

博士前期課程 専任教員 

Ａ 
入学定員 

在籍者数 

Ｂ 

教員一人当たりの

学生数    

（Ｂ÷２÷Ａ） 

人文学専攻 49 23 42 0.43 

経済学専攻 26 6 14 0.27 

地域創造学専攻 55 14 33 0.30 

国際学専攻 29 10 22 0.38 

（合 計）  159 53 111 0.35 

法学・政治学専攻 24 募集停止 5 0.21 

 ※法学・政治学専攻のみＢ÷Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

博士後期課程 専任教員 

Ａ 
入学定員 

在籍者数 

Ｂ 

教員一人当たりの

学生数    

（Ｂ÷３÷Ａ） 

人間社会環境学専攻 105 12 67 0.32 
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観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況)  

 FD 研修会は２回行った。コロナ禍による教育への影響を最小限に抑えることを目的に，遠隔授

業と研究指導に係るアンケートの分析を行い，また，授業評価アンケート・修了生アンケート結

果を分析し，改善箇所を絞り込んだ。令和３年度以降はこれらの問題点を改善しつつ，渡日でき

ない留学生もいることから，引き続き留学生教育に力をいれていくことを確認した。 

 また，遠隔授業に係る情報の発信媒体となる Web シラバスについて，11 月から 12 月末にかけ

て一斉点検を実施し，不十分な箇所については内容の改善を行った。 

 

【データ２】＜FD の体制，内容・方法や実施状況＞ 

実施専攻科 実施日 実施内容 対象者 

博士前期課程 

博士後期課程 

R2.11～R2.12 シラバス一斉点検 

人間社会環境

研究科 教員， 

職員 

R3.2.8 第１回 FD 研修会 

「「大学院における遠隔授業と研究指導についてのア

ンケート調査」結果報告とそれに基づく意見交換」 

R3.3.29 第２回 FD 研修会 

「授業評価アンケート・修了生アンケートの結果分析

について」 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）博士前期課程は令和２年度入試の結果，４月入学の段階で４専攻合計の入学者が定

員を 16 人下回ったが，10 月入学を含めれば下回ったのは７人である。定員充足に届かない原

因はコロナ禍により進学を控えた者が増加したものと分析する。対策として，ステイホームの

状態で情報収集する者が増えることを見込み，入試情報や教員情報を閲覧しやすいよう，Web サ

イトを改修した。また，留学生を研究生として呼び込み，正規生へ進学を促す方針を継続して

いく。博士後期課程の入学者数の定員超過率は国費外国人留学生を除けば抑制傾向にある。 

定員充足のため，FD の成果を生かし，コロナ禍対策による遠隔対応を充実させ，入学者増に

つなげていくよう努めたい。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

 改組後の博士前期課程は，５専攻（法学・政治学専攻は令和２年度から学生募集を停止）それ

ぞれが下記の表に見られるような固有のカリキュラムを組んでいる。共通するのは大学院 GS 科目

及び論文指導を必修とする点である。 

 博士後期課程は，学位論文指導Ａ（１年次対象，原則として学術雑誌への投稿論文１本以上，

学内公開の研究報告会で１回以上の発表及び他の発表者の報告２件に対して参加・コメントの提

出を義務付け）及び学位論文指導Ｂ（２年次対象，学位論文指導Ａを修了した上で，原則として

学術雑誌への投稿論文１本以上，学内公開の研究報告会で１回以上の発表及び他の発表者の報告

２件に対して参加・コメントの提出を義務付け）の２つの段階を設定し，学位論文指導Ａ，Ｂの

認定をもって学生は学位論文を提出する資格を得るようにしている。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞ 

博士前期課程  

 

配当単位 

合計 

大学院 GS 科目 専攻共通科目 選択専門科目 

その他 必修 

科目 

選択 

必修 

科目 

論文 

指導 

（必修） 

その他 

コース 

中核 

科目 

専門 

基礎 

科目 

専門 

応用 

科目 

課題 

研究 

科目 

人文学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

６ 

単位 
  

所属するプロ

グラムからそ

れぞれ４単位

以上を含む 12

単位以上 

 

専攻内他プログ

ラム又は他専攻

の開講科目から

２単位以上 

30 単位 

以上 

法学・ 

政治学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

８ 

単位 
  

所属プログラ

ムの選択必修

科目から８単

位以上 

 
研究会科目から

４単位以上 

30 単位 

以上 

経済学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

６ 

単位 
 ４単位 

以上 

４ 

単位 

以上 

４ 

単位 

以上 

  30 単位 

以上 

地域 

創造学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

８ 

単位 

４ 

単位 

以上 

 

２ 

単位 

以上 

 
２ 

単位 

以上 

 30 単位 

以上 

国際学 

専攻 

１ 

単位 

２ 

単位 

６ 

単位 

２ 

単位 
 

４ 

単位 

以上 

４ 

単位 

以上 

  30 単位 

以上 

博士後期課程 

専攻 

配当単位 

合計 選択専門科目 

講義科目 演習科目 

人間社会環境学専攻 

大学院 GS 科目
を含む 10 単位

以上 
6 単位以上 16 単位以上 
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観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況)  

 令和２年度の博士前期課程学生の他学域・他専攻科目の履修状況は，法学・政治学専攻除く各

専攻で実績があり，例えば，前期における対在籍者数は人文学専攻 21.4％（９人/在籍 42 人），地

域創造学専攻 12.1％（４人/在籍 33 人），とコロナ禍による遠隔授業の影響で専攻により多少の

差はあるものの，総数では前年度とほぼ同程度を維持できていると分析する。科目等履修生の受

入れは，博士前期課程の経済学専攻及び地域創造学専攻並びに博士後期課程で実績があり，人数

は決して多くはないがそのニーズには確実に応えている。留学生の受入れは正規生だけでも全て

の専攻に見られ，その割合は博士前期課程で 40.5％，博士後期課程で 29.4％（いずれも５月１日

現在）となっている。インターンシップはコロナ禍の影響を受け，人文学専攻で１名のみの実績

であった。 

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞※延べ 

 Ｒ２前期 Ｒ２後期  

履修登録者数 単位認定者数 履修登録者数 単位認定者数 単位認定者計 

人文学専攻 9 9 2 2 11 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 0 1 1 1 

地域創造学専攻 4 3 3 3 6 

国際学専攻 0 0 1 1 1 

前期課程 計 13 12 7 7 19 

人間社会環境学専攻 1 1 2 2 3 

合 計 14 13 9 9 22 

 

【データ５】＜科目等履修生の状況＞※延べ 

 Ｒ２前期 Ｒ２後期  

履修登録者数 単位認定者数 履修登録者数 単位認定者数 単位認定者計 

人文学専攻 0 0 0 0 0 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 

経済学専攻 2 2 2 2 4 

地域創造学専攻 2 2 6 6 8 

国際学専攻 0 0 0 0 0 

前期課程 計 4 4 8 8 12 

人間社会環境学専攻 8 7 2 2 9 

合 計 12 11 10 10 21 
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【データ６】＜留学プログラムの整備・実施状況＞［令和２年度］（受入：令和２年５月１日現在） 

 受入 派遣 

正規生 特別聴講学生 特別研究学生 研究生 

人文学専攻 21 1 2(1) 1 0 

法学・政治学専攻 2 0 0 0 0 

経済学専攻 11 0 0 4 0 

地域創造学専攻 16 1 0 5 0 

国際学専攻 12 0 0 4 0(1) 

前期課程 計 62 2 2(1) 14 0(1) 

人間社会環境学専攻 27 0 0 0 0 

合 計 89 2 2(1) 14 0(1) 

( )：オンライン（内数） 

 

【データ７】＜インターンシップの実施状況＞ 

博士前期課程 

実施専攻 実施期間 受講者数 実習先 

人文学 R2.8.31-9.4 1 株式会社森組 

 

※博士後期課程は該当なし 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）どの項目も各専攻に一定数が見られ，それぞれの需要を満たしているものと判断で

きる。コロナ禍により，人が集まるイベントの自粛やインターンシップの参加控えが見られた

が，遠隔対応を利用できる他学域・他専攻履修や科目等履修生では例年のレベルを維持するこ

とができた。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

 TA の制度は学生自身の学習法の一つとして，前期課程・後期課程ともに活発に活用している。

RA は後期課程において活発に活用している。講義科目と演習系科目の開講割合は専攻によって異

なっているが，開設科目登録者数の全体数から見れば，各専攻は十分な科目数が準備されている。 

【データ８】＜ＴＡ・ＲＡの採用状況＞[令和２年度] 

 ＴＡ ＲＡ 計 

人文学専攻 17 0 17 

法学・政治学専攻 3 0 3 

経済学専攻 6 0 6 

地域創造学専攻 9 0 9 

国際学専攻 8 0 8 

前期課程 計 43 0 43 

人間社会環境学専攻 13 10 23 

合 計 56 10 66 

 

【データ９】＜開設科目別の履修登録者数＞ [令和２年度]  

 大学院 GS 科目 専攻共通科目 専門科目 その他※ 計 

人文学専攻 60 76 441 29 606 

法学・政治学専攻 2 11 22 0 35 

経済学専攻 11 22 92 4 129 

地域創造学専攻 38 80 266 17 401 

国際学専攻 32 40 184 19 275 

前期課程 計 143 229 1005 69 1446 

人間社会環境学専攻 13 0 180 16 209 

合 計 156 229 1185 85 1655 

※専門科目の他専攻生履修登録者，教職科目，学類専門科目及び共通教育科目履修登録者数の合計 

 

【データ１０】＜講義科目と演習系科目＞[令和２年度]（数字は授業科目数，（ ）は％） 

 講義(概説･概論) 講義（各論） 演習 実習・実験 外国語演習 合計 

大学院 GS 科目 8 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 8 

人文学専攻 18 (3.6) 187 (37.8) 228 (46.1) 56 (11.3) 6 (1.2) 495 

法学・政治学専攻 3 (1.2) 132 (54.8) 105 (43.6) 1 (0.4) 0 (0.0) 241 

経済学専攻 3 (1.2) 132 (51.0) 123 (47.5) 1 (0.4) 0 (0.0) 259 

地域創造学専攻 10 (3.6) 213 (77.2) 51 (18.5) 2 (0.7) 0 (0.0) 276 

国際学専攻 14 (6.8) 100 (48.5) 89 (43.2) 3 (1.5) 0 (0.0) 206 

人間社会環境学専攻 0 (0.0) 204 (49.8) 206 (50.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 410 



－2-9－ 

 

観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

 オリエンテーションでは「博士前期/後期課程ハンドブック」を用いて，カリキュラムの説明，

履修モデルの例示を行っている。また，博士前期・後期課程とも演習形式の少人数クラスが勉学

の中心となり，そこでの個別的な指導がコースワークの主体的な学習を促す主な手段となってい

る。年次ごとの段階的学習の促しに関しては，博士前期・後期課程とも年次ごとの論文指導認定

がその役割を果たしている。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）入学時の「博士前期/後期課程ハンドブック」を用いた説明をはじめ，演習形式の授

業が着実に履修されており，少人数クラスでのきめ細かいコースワークの指導が実施されてい

る。また，度的には年次ごとの論文指導認定による学習指導が機能しており，主体的な学習を

促している。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

 成績分布は博士前期・後期各専攻ともＳ及びＡが大半を占め良好である。なお博士前期課程に

一定数見られる「不合格」のほとんどは「放棄」及び「保留」である。 

 学位取得状況は前期課程法学・政治学専攻を除き高い水準である。博士後期課程人間社会環境

学専攻では 11 人の学位授与者を出し，これは該当学年の入学者数 16 人の 68.8％に相当する数値

で，前年度（60%）より上昇した。ただし，修業年限内の学位授与者は５人であったため，早期の

修了に向け，年次ごとの論文指導の徹底，それを支援する研究報告会の開催や研究科紀要の発行，

研究経費の競争的配分を引き続き実施し，修業年限内修了者の増加につながるよう努力する。資

格取得は前期課程で教職免許取得が２名見られた。 

 

【データ１１】＜成績分布：令和２年度前期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士前期課程 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人文学専攻 
 

106 

 

91 

 

(40.1) 

 

123 

 

(54.2) 

 

5 

 

(2.2) 

 

2 

 

(0.9) 

 

6 

 

(2.6) 

 

227 

法学・政治学専

攻 

 

9 

 

8 

 

(88.9) 

 

1 

 

(11.1) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

9 

経済学専攻 
 

38 

 

31 

 

(54.4) 

 

23 

 

(40.3) 

 

3 

 

(5.3) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

57 

地域創造学専攻 
 

82 

 

76 

 

(47.9) 

 

77 

 

(48.4) 

 

5 

 

(3.1) 

 

0 

 

(0.0) 

 

1 

 

(0.6) 

 

159 

国際学専攻 
 

44 

 

51 

 

(53.1) 

 

45 

 

(46.9) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

96 

合計 
 

279 

 

257 

 

(46.9) 

 

269 

 

(49.0) 

 

13 

 

(2.4) 

 

2 

 

(0.4) 

 

7 

 

(1.3) 

 

548 

 

【データ１２】＜成績分布：令和２年度前期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士後期課程〔人間社会環境学専攻〕 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人間社会環

境学専攻 

 

70 

 

64 

 

(63.4) 

 

37 

 

 

(36.6) 

 

0 

 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

 

(0.0) 

 

101 
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【データ１３】＜成績分布：令和２年度後期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士前期課程 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人文学専攻 

 

114 

 

70 

 

(41.9) 

 

82 

 

 

(49.1) 

 

7 

 

 

(4.2) 

 

6 

 

(3.6) 

 

2 

 

 

(1.2) 

 

167 

 

法学・政治学専

攻 

 

9 

 

9 

 

(100.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

9 

経済学専攻 
 

33 

 

35 

 

(68.6) 

 

12 

 

(23.5) 

 

3 

 

(5.9) 

 

1 

 

(2.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

51 

地域創造学専攻 
 

65 

 

53 

 

(46.9) 

 

57 

 

(50.4) 

 

3 

 

(2.7) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

113 

国際学専攻 
 

44 

 

43 

 

(54.4) 

 

34 

 

(43.0) 

 

1 

 

(1.3) 

 

1 

 

(1.3) 

 

0 

 

(0.0) 

 

79 

合計 
 

265 

 

210 

 

(50.1) 

 

185 

 

(44.2) 

 

14 

 

(3.3) 

 

8 

 

(1.9) 

 

2 

 

(0.5) 

 

419 

 

【データ１４】＜成績分布：令和２年度後期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

博士後期課程〔人間社会環境学専攻〕 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

人間社会環境

学専攻 

 

68 

 

41 

 

(53.2) 

 

36 

 

(46.8) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

77 

 

【データ１５】＜修了状況（学位修得状況）＞ （令和２年度修了） 

*入学者数は，平成３１年度４月入学者のみ，１０月入学者は含まない。 

*修了者（授与）者数は，平成３１年度４月入学者の修了状況で，令和２年４月入学の短期在学型の学生は含まない。  

 

博士前期課程                

専攻 人文学専攻 法学・政治学専攻 経済学専攻 地域創造学専攻 国際学専攻 計 

入学者数 17 3 11 12 6 49 

修了者(授与)数 12 0 8 10 5 35 

学位授与率 70.6％ 0.0％ 72.7％ 83.3% 83.3% 71.4% 

 

 

 

 

 

 



－2-12－ 

博士後期課程〔人間社会環境学専攻〕  

  令和２年度 

学位授与率算出基準年度の 
11 

入学者数 ※1 

学位（博士）授与数 
11 

（各年度 3.31 現在） 

  
うち，標準修業年限内 

5 
（各年度 3.31 現在） 

学位授与率 
100.0% 

（各年度 3.31 現在）※2 

  
うち，標準修業年限内 

45.5% 
（各年度 3.31 現在） 

※１ 学位授与率算出の際の基準年度の入学者数は，当該年度末から３年前の入学者数を記入。 
※２ 学位授与率は，当該年度の課程博士授与数を標準修業年限前（年度末から３年前）の入

学者数で割った数値。      

 

【データ１６】＜資格取得状況＞（数字は人数）（令和２年度修了） 

 学芸員資格 教育職員免許 計 

人文学専攻 0 1 1 

法学・政治学専攻 0 0 0 

経済学専攻 0 0 0 

地域創造学専攻 0 1 1 

国際学専攻 0 0 0 

前期課程 計 0 2 2 

人間社会環境学専攻 0 0 0 

合 計 0 2 2 

 

 

観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

 博士前期課程及び後期課程学生に対して，学位記伝達式において授業や研究指導や研究成果に

ついて聞くアンケートを実施しており，その集計からは，用意された科目や指導のあり方等への

満足度で総じて高い評価が得られている。また年１回（12 月）開催の研究科長との院生懇談会で

も，新型コロナウイルスに対する不安や感染状況等の情報共有について要望はあったが，授業や

研究指導内容に関する根本的な不満や要望は出ていない。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学生対象のアンケートからは高い満足度を示す回答が得られている。年１回開催し

ている院生懇談会でも目立った不満や要求は聞かれないことから，勉学環境に関する一定の満

足度がうかがえる。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業（修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

 就職先については，職業別では，前期課程は事務従事者が，後期課程は教員が多く，産業別で

は，前期課程はその他，各種製造業，情報通信業が，後期課程は教員が多い。前期課程の後期課

程進学者は就職者のおよそ３分の１である。就職の地域別では，前期課程は石川・富山の２県に，

博士後期課程はその他に多く就職している。 

 

【データ１７】＜職業別就職状況＞ （令和２年度修了） 

 情 報 処 理

関係 

専門・技術

職 

事 務 従 事

者 

販 売 従 事

者 

サ ー ビ ス

職業 

保安職業 教員 その他 

人文学専攻 0 5 3 0 0 0 0 0 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 1 2 0 0 0 0 2 

地域創造学専攻 0 0 4 0 2 0 1 1 

国際学専攻 1 0 2 0 0 0 0 1 

前期課程 計 1 6 11 0 2 0 1 4 

人間社会環境学

専攻 
0 0 0 0 0 0 7 3 

合 計 1 6 11 0 2 0 8 7 

 

【データ１８】＜産業別就職状況＞ （令和２年度修了） 

 公務員 教員 各 種 製

造業 

情 報 通

信業 

卸売・小

売 

金融・保

険 

サ ー ビ

ス業 

教育・学

習支援 

その他 

人文学専攻 1 0 0 3 1 0 0 3 0 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

経済学専攻 0 0 1 0 1 0 0 0 3 

地域創造学専攻 0 1 2 0 0 0 0 0 5 

国際学専攻 1 0 1 1 0 0 0 0 1 

前期課程 計 2 1 4 4 2 0 0 3 9 

人間社会環境学専攻 1 8 0 0 0 0 0 0 1 

合 計 3 9 4 4 2 0 0 3 10 
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【データ１９】＜地域別就職状況＞（令和２年度修了） 

 石川 富山 福井 東京 新潟 長野 岐阜 愛知 大阪 その他 

人文学専攻 1 1 0 2 0 1 0 0 0 3 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

経済学専攻 1 1 0 0 0 0 1 0 0 2 

地域創造学専攻 5 1 0 0 0 0 0 1 0 1 

国際学専攻 1 1 0 0 0 0 0 1 0 1 

前期課程 計 8 4 0 2 0 1 1 2 0 7 

人間社会環境学専攻 2 0 0 0 0 0 0 0 0 8 

合 計 10 4 0 2 0 1 1 2 0 15 

 

【データ２０】＜進学状況・就職者数＞ （令和２年度修了） 

専攻 
修了

者数 

進学希望

者数 

（A） 

大学・大

学院等進

学者数 

専門学

校等進

学者数 

就職希

望者数 

（B） 

就職

者数 

希望者数

合計 

(A+B) 

就職・進学未希望者

数 

進路 

未定者 

その他 

（※） 

人文学専攻 16 0 5 0 8 8 8 1 2 

法学・政治学 専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

経済学専攻 8 0 1 0 6 5 6 0 1 

地域創造学専攻 13 0 2 0 8 8 8 0 3 

国際学専攻 8 1 0 0 4 4 5 0 3 

前期課程 計 45 1 8 0 26 25 27 1 9 

人間社会環境学専攻 11 0 0 0 10 10 10 0 1 

計 56 1 8 0 36 35 37 1 10 

（※）帰国（10） 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況)  

 関係者からのアンケート等は前期・後期課程とも実施していない。 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）コロナ禍にあっても例年と遜色なく，就職・進学とも着実に実現されている。 



－3-1－ 

 
 
教育に関する項目 
 

Ⅰ 法学研究科の教育研究上の目的と特徴 

 

専攻における教育目的及び特徴 

専  攻 教育研究上の目的 特   徴 

法学・政治学専攻 ・法学・政治学領域における基礎的な学
術研究能力及び専門的実務能力を備え
た，独創性豊かな研究者及び高度専門職
業人を養成することを目的とする。 

・法務専攻（法科大学院）との共通科目
を設置しており，法科大学院生との議
論を通じた学修も期待できる。 

このように，法曹の養成を図る法
務専攻（法科大学院）と法学・政治
学専攻（修士課程）が連携する体制
をとり，広く法律や政治の専門知識
を実践的及び実務的に活かす人材
育成を行う体制となっている。 

 

  

法学研究科法学・政治学専攻 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

 令和２年度は，４月入学者はゼロとなった。10 月入学者は２名となった。これは，設置認可

時期及び学生募集要項の公表の遅れにより，入試時期が後ろ倒しになったことで進路未定の潜在

的受験者が減少したことに加え，新型コロナウイルス感染症（Covod-19）拡大により訪日できな

い留学生の受験が減少したことや経済的事情から大学院に入学する余裕がなく社会人のリカレン

ト教育の需要が減少したことなどの影響があったと考えられる。定員充足に向け，積極的な広報

活動を含め，学生募集活動の強化を図っており，令和３年度入試では受験者数・合格者数・入学

者数のいずれも増加するに至っている。 

 また，５月現在で在籍者はいないものの，入学定員に対し，十分な専任教員を配置しており，

教育体制に問題はないと判断する。 

 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（令和２年５月現在） 

博士前期課程 専任教員 

Ａ 
入学定員 

在籍者数 

Ｂ 

教員一人当たりの

学生数    

（Ｂ÷２÷Ａ） 

法学・政治学専攻 26 8 0 0.00 

（合 計）  26 8 0 0.00 

 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況)  

 法学・政治学専攻の設置年度は令和２年度であり，まだ修了者がいないため，人間社会環境研

究科博士前期課程法学・政治学専攻において行った令和元年度修了者アンケート結果に基づき FD

研修会を実施した。また，当該アンケート結果については，各教員にもフィードバックすること

で，授業改善に努めている。 

 

【データ２】＜FD の体制，内容・方法や実施状況＞ 

実施専攻科 実施日 実施内容 対象者 

法学･政治学専

攻 

 

R3.3.29 

 

第１回 FD 研修会 

「修了者アンケートの結果について，他大学院と

意見交換」 

法学･政治学専攻か

ら２名（専攻長，

副専攻），人間社

会環境研究科他専

攻から複数の教員   
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(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）入学定員には満たないものの，積極的な広報活動など学生募集活動を強化すること

で，受験者，入学者は増加しており，十分な専任教員の配置による教育体制の充実を図ってい

る。また，FD 活動による授業改善にも努めている。 

 

分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

 法学・政治学専攻では，法学・政治学領域における基礎的な学術研究能力及び専門的実務能力

を備えた，独創性豊かな研究者または高度専門職業人の養成を目指しており，「基礎法学」，「公法

学・社会法学」，「民事法学」及び「政治学」の４つの分野を教育研究の核とした，「研究コース」

及び「高度専門職コース」の２つのコースを設置している。教育課程の編成に当たっては，６つ

の科目区分（基盤科目群・専門基礎科目群・研究会科目群・理論研究科目群・研究科共通科目群・

研究指導科目群）を設けている。研究コース選択者は，基礎法学，公法学・社会法学，民事法学，

政治学のいずれかのプログラムを選択することにより個別の理論的研究課題に応じた学修を実現

しており，また，高度専門職コース選択者は，学生本人と指導教員が密に相談しながら，４つの

教育の核を横断的に科目選択する“オーダーメード型”の科目履修ができるなど，両コースとも

に体系的な科目履修を可能としている。また，研究科共通科目群では，法学・政治学専攻と法務

専攻のいずれの学生も履修可能とし，教育効果の相乗的な向上や教員と学生又は学生同士の双方

向・多方向の議論や意見交換に基づく能動的な学修を推進している。 

 また，研究指導科目では，学生個々人が掲げる研究題目や研究内容の進展に応じて，ⅠからⅧ

までの段階を設け，講義等で培われた専門的な知見等を踏まえ，研究指導教員からの指導・助言

により学位論文の完成を目指す体制を構築している。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞ 

修士課程  

 

配当単位 

合計 

大学院 GS 科目 
専門基

礎科目

群 

研究会科目

群 

理論研

究科目

群 

研究科

共通科

目群 

研究指導

科目群

*** 
必修 

科目 

選択 

必修 

科目 

研究コース 
1 

単位 

2 

単位 

4 単位

以上* 
4 単位* 

4 単位

以上* 
** 8 単位 

30 単位 

以上 

高度専門職コース 
1 

単位 

2 

単位 

4 単位

以上 
4 単位 ** 

2 単位

以上 
8 単位 

30 単位 

以上 

*所属プログラムの提供科目から選択。 

**選択科目として履修し，終了に必要な単位数に算入することは可能。 

***研究コースは，「論文指導Ⅰ～Ⅷ」，高度専門職コースは，「論文指導Ⅰ～Ⅷ」又は「論文指導Ⅰ～Ⅵ及びプロジ

ェクト研究」を履修すること。 
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観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況)  

 法学・政治学専攻は設置年度が令和２年度であり，他学域・他専攻等の履修状況及びインター

ンシップについては，対象学生がいない。また，令和２年度における新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受け，科目等履修生の受入れ実績はなく，留学プログラムの実施状況においても，

研究生１名の実績に留まっている。今後は，学生等からのニーズへの対応に向け，オンラインに

よる遠隔対応を含め，コロナ禍を踏まえた対応により，実績の増加に努めたい。 

  

【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞※延べ 

 Ｒ２前期 Ｒ２後期 
単位認定者計 

履修登録者数 単位認定者数 履修登録者数 単位認定者数 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 

【データ５】＜科目等履修生の状況＞※延べ 

 Ｒ２前期 Ｒ２後期 
単位認定者計 

履修登録者数 単位認定者数 履修登録者数 単位認定者数 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 

 

【データ６】＜留学プログラムの整備・実施状況＞［令和２年度］（受入：令和２年５月１日現在） 

 受入 派遣 

正規生 特別聴講学

生 

特別研究学

生 

研究生 

法学・政治学専攻 0 0 0 1 0 

合 計 0 0 0 1 0 

 

【データ７】＜インターンシップの実施状況＞  

博士前期課程 

実施専攻 実施期間 受講者数 実習先 

法学・政治

学専攻 
 0 なし 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）法学・政治学専攻では２コース制の下で，６つの科目区分による体系的な科目履修

を実現しており，人材養成目標の達成に向けた教育課程が編成されている。また，設置年度が

令和２年度であり，新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり，学生や社会からのニーズへ

の対応実績は低水準にあるものの，今後，コロナ禍を踏まえた対応を継続的に行うことで，実

績の増加に努めたい。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

法学・政治学専攻では，２コース制の下，人材養成目標の達成に向け，６つの科目区分（基盤

科目群・専門基礎科目群・研究会科目群・理論研究科目群・研究科共通科目群・研究指導科目群）

を設けている。研究コース選択者は，個別の理論的研究課題に応じて，基礎法学，公法学・社会

法学，民事法学，政治学のいずれかのプログラムを選択させることで，体系的な履修を可能とし

ており，自立した研究者としての研究遂行能力を向上させている。また，高度専門職コース選択

者は，学生本人と指導教員が密に相談しながら，４つの教育の核を横断的に科目選択する“オー

ダーメード型”の科目履修を行うことで，キャリアに応じた科目選択が可能であり，多様な視点

を通じた議論と指導に基づきながら，実践力を高めている。開設科目については，講義，演習，

実習・実験等，バランスよく構成している。 

また，研究科共通科目群では，原則として法学・政治学専攻と法務専攻（本研究科専門職学位

課程）の合同開講の形式をとっており，両専攻の学生が履修することで，教育効果の相乗的な向

上，教員と学生，学生同士の双方向・多方向の議論や意見交換に基づく能動的な学修を推進でき

るよう工夫している。 

授業の実施においては，必要に応じて TA が教育補助業務を行うことで，さらにきめ細かい指導

を実現している。 

そのほか，２コースともに，個別の理論的研究課題又はキャリアに応じ，主任研究指導教員及

び副研究指導教員を配置し，研究指導，学位論文等の作成指導等を行っている。 

 

【データ８】＜ＴＡ・ＲＡの採用状況＞[令和２年度] 

 ＴＡ ＲＡ 計 

法学・政治学専攻 3 0 3 

合 計 3 0 3 

 

【データ９】＜開設科目別の履修登録者数＞ [令和２年度]  

 大学院 GS 科目 専門基礎科目群 研究科共通科目群 研究指導科目群 計 

法学・政治学専攻 3 2 1 2 8 

合 計 3 2 1 2 8 

※専門科目の他専攻生履修登録者，教職科目，学類専門科目及び共通教育科目履修登録者数の合計 

 

【データ１０】＜講義科目と演習系科目＞[令和２年度]（数字は授業科目数，（ ）は％） 

 講義(概説･概論) 講義（各論） 演習 実習・実験 外国語演習 合計 

大学院 GS 科目 7 (100) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 7 

法学･政治学専攻 2 (0.7) 134 (50.0) 129 (48.1) 3 (1.1) 0 (0.0) 268 
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

 授業は，予習及び復習を必須とする形態で実施されており，シラバスにおける「授業時間外の

学修に関する指示」の項目においても，予習・復習に係る指示を明示するなど，主体的な学習が

前提となる実施方法となっている。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）２コース制の下，６つの科目区分を設け，コースごとに体系的な科目履修を実現し

たことにより，自立した研究者としての研究遂行能力の向上，多様な視点を通じた議論と指導

に基づく実践力の向上を図っている。 

  また，授業においては，学生の主体的学習の展開，優れた教員による的確・適切な研究指導

により，十分な教育効果を上げている。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

 令和２年度は，年度当初における入学者がいなかったため，後期のみで成績評価を行っており，

また，後期についても，10 月に入学した留学生２名のうち１名は新型コロナウイルス感染症拡大

の影響により渡日できなかったため，履修登録数は少なくなっている。１名のみの成績分布では

あるが，「Ｓ」も一定数得ることができており，教育成果は上がっていると判断できる。 

 

【データ１１】＜成績分布：令和２年度前期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

修士課程 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 合格 不合格 履修登録 

法学・政治

学専攻 

 

0 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

(0.0) 0 (0.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

0 

 

【データ１２】＜成績分布：令和２年度後期分＞（数字は人数，（ ）は％） 

修士課程 

 科目数 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 合格 不合格 履修登録 

法学・政治

学専攻 

 

8 

 

2 

 

(25.0) 

 

0 

 

(0.0) 

 

1 

 

(12.5) 

 

0 

 

(0.0) 5 (62.5) 

 

0 

 

(0.0) 

 

8 

 

【データ１３】＜修了状況（学位修得状況）＞（令和２年度修了） 

博士前期課程                

専攻 法学・政治学専攻 計 

入学者数   

修了者(授与)数   

学位授与率   

※設置年度は令和２年度であり，短期（１年）在学型選抜入学者もいないことから，修了者は 
いない。 

 

【データ１４】＜資格取得状況＞（数字は人数）（令和２年度修了） 

 学芸員資格 教育職員免許 計 

法学・政治学専攻    

合 計    

※設置年度は令和２年度であり，短期（１年）在学型選抜入学者もいないことから，修了者は 

いない。 
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観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

 法学・政治学専攻では，各科目の受講者数が極めて少数であり，アンケートの回答学生が特定

される可能性があることから，科目ごとの授業アンケートを実施していない。令和３年度以降，

入学者が増加しており，今後，アンケートの実施に向け，体制を整えることとしている。 

 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）令和２年度における入学者が少数であり，授業科目の履修登録数が少ないものの，

実施された授業における評定等に鑑みると，十分な成果を上げていると評価できる。また，令

和３年度以降，入学者が増加していることにも鑑み，今後，授業アンケートの実施に向け，体

制整備を行っていくこととしている。 
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業（修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

 本研究科の設置年度は令和２年度であり，短期（１年）在学型選抜入学者もいないことから，

修了者はいない。 

 

【データ１５】＜職業別就職状況＞ （令和２年度修了） 

 情 報 処 理

関係 

専門・技術

職 

事 務 従 事

者 

販 売 従 事

者 

サ ー ビ ス

職業 

保安職業 教員 その他 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

【データ１６】＜産業別就職状況＞ （令和２年度修了） 

 公務員 教員 各 種 製

造業 

情 報 通

信業 

卸売・小

売 

金融・保

険 

サ ー ビ

ス業 

教育・学

習支援 

その他 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

【データ１７】＜地域別就職状況＞（令和２年度修了） 

 石川 富山 福井 東京 新潟 長野 岐阜 愛知 大阪 その他 

法学・政治学専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

【データ１８】＜進学状況・就職者数＞ （令和２年度修了） 

専攻 
修了

者数 

進学希望

者数 

（A） 

大学・大

学院等進

学者数 

専門学

校等進

学者数 

就職希

望者数 

（B） 

就職

者数 

希望者数

合計 

(A+B) 

就職・進学未希望者

数 

進路 

未定者 

その他 

（※） 

法学・政治学 専攻 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況)  

 本研究科の設置年度は令和２年度であり，短期（１年）在学型選抜入学者もいないことから，

修了者はいない。 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）評価なし 

（判断理由）評価なし 
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教育に関する項目  

 

Ⅰ 教職実践研究科の教育目的と特徴 

 

教育目的及び特徴 

専  攻 教 育 目 的 特   徴 

教職実践高度

化専攻 

 

 

地域の特性や教育課題を踏まえ，学校教育に関

する高度の学識及び実践力・応用力を備え，特

に子どもたちの主体的・能動的な学習をデザイ

ンし支援できるリーダー的役割を果たしうる

優れた教員（新人教員や若手・中堅教員），並び

に地域や家庭と連携しつつ学校管理運営にお

いて指導的役割を果たしうる中核教員の養成

に特化した教育を行う。 

・共通科目及び総合科目（必修科

目）では，教職実践の本質に迫る

理論と実践について協働的な学

び合いを通して多角的な視点か

ら分析・考察し，複雑で多様な教

育課題に対する認識を広げる。 

・コース科目では，基礎理論とそ

の発展及び事例の検討を通し

て，理論と実践を往還する実践

的力量を培う。 

・学校実習では，１年次には全学

校種の教育課程を展開する附属

学校園において，また 2 年次に

は通年で連携協力校において実

践的指導力を養う。 

・修了報告書の作成では，自らの

研究課題に即し，教職実践につ

いての専門的な分析，検証，解決

力を涵養する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教職実践研究科 
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Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断 

 

分析項目Ⅰ 教育の実施体制 

(１)観点ごとの分析 

観点 基本的組織の編成  

(観点に係る状況)  

本研究科では，理論と実践を往還した学びの深化を目指す専門職大学院として，専任の教員は

研究実践に基盤を置いてきた研究者教員と，教育実践に基盤を置いてきた実務家教員（特任教授

及び准教授）とで構成されている。専任教員は総員 14 人（うち，学類兼担２人，みなし教員５人）

であり，専任一人当たりの入学定員上の院生数は 1.00 であり，きめ細かな研究指導が可能となっ

ている。学校実習に関しても，学校実習運営委員会及び学校実習運営協議会を設置し，学校実習

の企画・運営や指導・支援に関し，附属学校園，県教育委員会，連携協力校の校長等との円滑な

連携体制を構築している。 

 

【データ１】＜配置教員数と学生数＞（令和２年５月現在） 

 
専任教員 

入学定員 
在籍者数 教員一人当たりの学生数

（Ｂ÷2÷Ａ） Ａ Ｂ 

教職実践高度化専攻 14 15 28 1.00 

  

Ａ 専任教員数の内訳 

コース名 教授 准教授 講師・助教 計 

学習デザイン 8 1 0 9 

学校マネジメント 4 1 0 5 

計 12 2 0 14 

 

観点 教育内容，教育方法の改善に向けて取り組む体制  

(観点に係る状況) 

教務・FD 委員会を組織し，月に２回程度カリキュラム研究チームと連携しながら，教務上の調

整改善に丁寧に取り組んできた。FD 活動としては，研修会として新たにコース専門科目の授業に

関して「公開授業を核とした実践省察型 FD 研究活動」を行い，教員全員参加による授業改善に

取り組んだ。また，授業を前期・後期に院生へのアンケート調査（期末）を行い，その分析・検討

を踏まえて研究科運営や授業改善に反映できるようにするとともに，年度末には「FD 活動報告

書」として年間の活動実績を HP で公開した。 

 

【データ２】＜ＦＤの体制，内容・方法や実施状況＞〔令和２年度〕 

実施研究科 実施日 実施内容 対象者 

教職実践研

究科 

① 4～2 月 

② R2.9.24， 

R2.11.26 

R3.2.18 

① 教務・FD 委員会（計 28 回） 

② FD 研修会 

 公開授業を核とした実践省察型 FD 研究活動 

教職員 
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 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専任教員の研究歴や実践歴を考慮した研究科の運営体制となっており，院生への教

育・研究指導，さらには学校教育学類・附属学校園や県教育委員会・連携協力校との連携・協働

などについて教員間の円滑な情報共有が図れている。FD 活動については，教務・FD 委員会を月

に２回程度開催し，年２回学生によるアンケートを実施することに加え，研修会として「公開授

業を核とした実践省察型 FD 研究活動」を新たに着手し，院生の声をくみ取りつつ研究科運営や

授業改善に生かす仕組みの充実を図っている。 
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分析項目Ⅱ 教育内容 

(１)観点ごとの分析 

観点 教育課程の編成  

(観点に係る状況)  

理念・目的及び養成する人材像に即して，長期にわたり学校で実習を行う「学校実習科目」，そ

れを支える基盤となる５領域の「共通科目」，各コース独自の専門性を追求する「コース科目」，

これらを繋いで理論と実践の往還を実現する「総合科目」によって体系的に編成されている。ま

た，理論と実践の往還をコンセプトとして，大学での講義のみならず学校での実習にも多くの単

位数を充てることによって，確かな教育理論と優れた実践力・応用力を備えた教員養成に取り組

んでいる。講義及び実習はいずれも研究者教員と実務家教員による複数の共同担当で行っており，

また，院生指導にあっても同様に複数教員による指導体制を採っており，院生個々の研究課題に

対応した履修指導を実施している。加えて，令和２年度から新たに大学院 GS 科目を必履修化し，

選択科目として教職実践研究科より社会に開かれた教育課程を推進する「社会の担い手育成のた

めのヴィジョン探究」を提供し，研究者倫理及び他研究科院生との共学による学修を通して大学

院課程の質的向上に取り組んだ。 

 

【データ３】＜教育課程の内容・構成＞専門職学位課程 

専攻 

配当単位 

合計 大学院 GS 科

目 
共通科目 総合科目 コース科目 学校実習科目 

教職実践高度

化専攻 
3 単位 20 単位以上 8 単位 8 単位以上 10 単位 49 単位以上 

 

 

観点 学生や社会からの要請への対応  

(観点に係る状況)  

入学者は，学士課程卒の教員免許状取得者，あるいは所定の経験年数を経た現職の教員である。

出願資格要件や心身に障がいのある場合など，入学説明会や事前相談窓口を設けて対応している。

また，長期履修制度や大学院設置基準第 14 条に定める教育方法の特例措置，他学域や他大学院の

履修への対応措置などを備えている。学士課程卒の学生には将来の志望に即した研究指導や学校

実習が可能となるように，また現職教員には勤務校の状況に応じた研究遂行が可能となるように，

県市町の教育委員会と連携しつつ個々の学生のニーズに応じた教育体制を整えている。また，グ

ローバルな視点に立って教育課題を検討するために，海外の大学と部局間連携協定を締結してい

る。外部評価として「教育課程連携協議会」を設置し，委員会，校長会，企業等の関係者から教育

課程改善に向けた意見聴取を行う機会を設けている。教育課程連携協議会の意見にもとづき，令

和２年度から，社会に開かれた教育課程を推進するために「社会の担い手育成のためのヴィジョ

ン探究」を大学院 GS 科目として開講した。 
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【データ４】＜他学域・他専攻等の履修可能科目の履修登録や単位修得状況＞ 

 教職実践高度化専攻 計 

Ｒ２ 

前期 

履修登録者数 1 1 

単位認定者数 1 1 

Ｒ２ 

後期 

履修登録者数 1 1 

単位認定者数 1 1 

単位認定者計 2 2 

 

【データ５】＜科目等履修生の状況＞ 

  教職実践高度化

専攻 

計 

Ｒ２ 

前期 

履修登録者数  0 0 

単位認定者数 0 0 

Ｒ２ 

後期 

履修登録者数 0 0 

単位認定者数 0 0 

単位認定者計 0 0 

 

【データ６】＜留学プログラムの整備・実施状況＞〔令和２年度〕 

 〔受入：令和２年５月１日現在〕 

 教職実践高度化専攻 計 

受入 

正規生 0 0 

特別聴講学生 0 0 

研究生 0 0 

派遣 0 0 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）専修免許状取得（特別支援学校を除く）のための単位を修得できるように適切に授

業科目を配置している。特に教職実践知の交流拠点を目指して，異なる地域や校種での経験を重

ねてきた院生が相互に交流し学びを深め，また県市町の教育委員会や教育現場との連携協力を積

極的に展開することによって複眼的な視点を身に付けることができるようなカリキュラム構成を

工夫している。特に，教育課程連携協議会の意見にもとづき，「社会の担い手育成のためのヴィジ

ョン探究」を大学院 GS 科目として開講し，社会に開かれた教育課程を推進している。グローバル

な視点に立って教育課題を検討するために，海外の大学と部局間連携協定を締結し，海外研修プ

ログラムを設けている。 
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分析項目Ⅲ 教育方法 

(１)観点ごとの分析 

観点 授業形態の組合せと学習指導法の工夫 

(観点に係る状況)  

教職大学院制度に共通する５領域から成る「共通科目」に加えて，各コース独自の専門性を追

求する「コース科目」を基軸としながら，「学校実習科目」において学校での実践参画へと拡大・

深化させ，「総合科目」で全体的な理論と実践の往還を図ることとする。このような全体のカリキ

ュラム構成によって講義と演習，実習をバランスよく構成している。また，すべての授業科目に

おいて複数の教員が協働して担当する体制をとっており，多様な視点から探求考察し，知見を深

めていくことができるよう工夫している。 

カリキュラム内容の面では，事例分析，学校視察や関係者との意見交換などを多彩に織り込ん

で，幼児教育から初等中等教育までの全ての学校種の現状や県内外の教育現実など，教員として

のステップアップを目指す上で認識しておくべき「生きた情報」に触れる機会を提供できるよう

工夫している。 

学習指導法としては，令和２年度においては新型コロナウイルス感染拡大を契機として，大学

の LMS システムや WebEx 等を活用したオンライン型の授業を全面的に取り入れることで，学習の

個別最適化と教育の DX 化に取り組んだ。 

 

【データ７】＜ＴＡ・ＲＡの採用状況＞（令和２年実績） 

 教職実践高度化専攻 計 

ＴＡ 1 1 

ＲＡ 0 0 

計 1 1 

 

【データ８】＜開設科目別の履修登録者数＞（令和２年度） 

 教育実践高度化専攻 計 

大学院 GS 科目 40 40 

共通科目 136 136 

総合科目 54 54 

コース科目 68 68 

学校実習科目 27 27 

計 325 325 

 

【データ９】＜主要授業科目への専任教員の配置＞ 

講義科目と演習系科目〔令和２〕 ※数字は授業科目数，（ ）は％ 全開設科目中の比率，準専

任教員等の担当科目含む。同一科目番号は１で計上 

 講義 講義＋演習 演習 実習 計 

教職実践高

度化専攻 
3（10％） 21（73％） 2（7％） 3（10％） 29 
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観点 主体的な学習を促す取組 

(観点に係る状況)  

 ２学年合同の総合科目，またコース科目や一部の選択科目を除き，ほぼすべての授業が１学年

14 人全員の少人数で行われており，アクティブ・ラーニングによる授業展開を基本として，院生

が相互に学び合いながら，教職実践について考えを深め，各自が探求する研究課題をめぐり意見

交換する機会が十分に保障されている。 

また，全ての授業科目において授業時間ごとに修得したことや課題とする点などを振り返りな

がらまとめることができるように，「省察シート」を開発活用し，教員がコメントを添えて返却す

る共通実践を展開している。思考力や表現力を鍛えつつ，各自の学びの様相を点検することに役

立つと同時に，院生に対して主体的な学びを促す支援や指導に，さらには学びの変容を跡づけで

きるポートフォリオ評価としても役立つ取組となっている。令和２年度は，大学の LMS システム

や WebEx 等を活用したオンライン型の授業を全面的に取り入れることで，ICT 活用による院生に

対するきめ細やかな学習支援を実施している。 

さらに，学校実習では本学が独自に開発した「Web 実習ノート」を活用し，院生が日々の実習に

おいて省察した課題を記録し，それに対して研究科担当教員が随時指導・助言を行うシステムが

構築されている。このシステムは，講義のみならず学校実習においても主体的な学びを促すとと

もに学びの変容も跡づける役割を果たし，大学での授業と実習校での実践の総合を促進する上で

有望な仕組みとなっている。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）学校現場をフィールドとした学校実習の円滑な遂行を目指して，教職実践諸領域の

講義と演習を適切に組み合わせることで，理論と実践の往還をコンセプトとして教職に求められ

る実践的な指導力を向上させていく形態になっている。授業は全て少人数のアクティブ・ラーニ

ングとして取り組んでおり，院生同士の学び合い，院生と教員との間の双方向のコミュニケーシ

ョンが十分に保障されている。また，多種多様な学校の現実について，院生の在籍する，あるい

は志望する学校種に限らず，幼児教育段階から初等中等教育段階までの全ての学校種の現状や課

題について知見を深める学習機会が提供され，多様な視点を修得できるような工夫がなされてい

る。また，授業で身に着けた資質・能力が学校実習においても適切に生かされていることを形成

的に評価できるようになっている。特に，LMS システムや WebEx 等を活用したオンライン型の授

業を全面的に取り入れることで，新しい時代の ICT 活用による学習者に対するきめ細やかな学習

支援を実施している。 
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分析項目Ⅳ 学業の成果 

(１)観点ごとの分析 

観点 学生が身に付けた学力や資質・能力 

(観点に係る状況)  

 いずれの院生も履修単位を順調に取得しており，また，成績分布状況から見ても，学習達成度

が 80％以上である「Ｓ」，「Ａ」の割合が令和２年度においては約 86％となっており，高い水準で

それぞれの授業内容を修得していることがわかる。また，長期履修制度を利用する１名を含む全

員が修了し，かつ専修免許を取得しており，本研究科の達成目標である学校教育に関する高度の

学識及び実践力や応用力を修得し，修了時に専修免許状を取得した上で学校現場における基幹的

な教員となることが大いに見込まれる。 

  

 

＜単位修得状況＞ 

【データ１０】＜成績分布：令和２年度前期分（1,2 年生）＞（数字は人数，（ ）は％） 

 科目数 合 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 不合格 履修登録 

教職実践高

度化専攻 
16 36 (23.2) 16 (10.3) 101 (65.2) 2 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 155 

合計 16 36 (23.2) 16 (10.3) 101 (65.4) 2 (1.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 155 

 

【データ１１】＜成績分布：令和２年度後期分（1,2 年生）＞（数字は人数，（ ）は％） 

 科目数 合 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 放棄 履修登録 

教職実践高

度化専攻 
19 3 (1.7) 39 (22.4) 128 (73.6) 3 (1.7) 0 (0.0) 1 (0.5) 174 

合計 19 3 (1.7) 39 (22.4) 128 (73.6) 3 (1.7) 0 (0.0) 1 (0.5) 174 

 

【データ１２】＜修了状況（学位修得状況）＞ （令和２年度修了） 

専攻 教職実践高度化専攻 計 

入学者数(H31) 14 14 

入学者数(H29) 

※長期履修者 

1 1 

修了者（授与）数 15 15 

学位授与率 100.0% 100.0% 

 

【データ１３】＜資格取得状況＞ （令和２年度修了） 

 

  

専攻 教職実践高度化専攻 計 

教育職員免許 15 15 
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観点 学業の成果に関する学生の評価 

(観点に係る状況)  

令和２年度には前期，後期末にそれぞれ院生アンケートを実施し，院生による授業の評価や要

望について教員間で共有し，院生に対する必要な対処を適時適切に行っている。特に，修了生に

はディプロマポリシーに沿って学業成果に関するアンケートを行い，院生の自己評価や研究科へ

の満足度についてフィードバックする機会を設けている。総じて，１年次の学生からは，学卒院

生と現職教員の協働的な学びを通じ，広い視野を持った教職実践指導への自信が培われてきたこ

と，また２年次における連携協力校での学校実習や研究実践への展望がもてるようになってきた

ことなど，有意義な成果が得られたことの評価を得ている。２年次の学生からは，学卒院生と現

職教員のペアリングを基盤に，研究科の実習指導教員及び実習担当教員によるオンラインを含め

た研究指導・助言により，コロナ禍にあっても連携協力校での学校実習を通して各自の教職実践

課題について充実した研究を実施することができたこと，さらに，年度末でのオンラインによる

フォーラムにおいて県市町の教育委員会の指導主事や学校長等の関係者からも良好な評価を受け

ることができたことなど，教職大学院において高度な専門的知見を得られたとの評価を得ている。 

 

 (２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）成績分布状況及び学生に対するアンケート結果並びに学外関係者の評価からも，本

研究科における学業の成果は高い水準にあると判断できる。１年次の学生では，学卒院生と現職

教員がそれぞれの経験や関心を土台として，協働的に学び合い，また研究科教員にあってもそれ

ぞれの研究歴や実務歴を活かして院生へ多様に働きかけることによって，学習をデザインできる，

また，学校をマネジメントできる実践的指導力を育成する点について満足度の高い成果が得られ

つつある。２年次の学生では，コロナ禍下にあっても学卒院生と現職教員が，ペアリングを基本

として，連携協力校において個々の研究課題に即して充実した学校実習に取り組んでおり，研究

科の実習指導教員がオンラインも含めて連携協力校と連絡を取りながら，実習担当教員とともに

院生の研究に指導・助言を受けることで質の高い修了研究を遂行することができ，満足度の高い

成果を得ている。特に，新型コロナウイルス感染拡大の中で，種々の形態による遠隔授業や学校

実習，オンラインフォーラム等を組織し，教育の DX 化を推進することにより，期待される成果

を得ることがきている。  
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分析項目Ⅴ 進路・就職の状況 

(１)観点ごとの分析 

観点 卒業（修了）後の進路の状況 

(観点に係る状況)  

令和２年度に第４期生の現職派遣教員９名，学卒院生５名，長期履修者１名の計 15 名が修了を

した。現職派遣の教員９名のうち２名が教育研究のモデル校である金沢大学附属学校の教員とな

り，残り７名は学校現場に戻り，大学院での研究を活かしつつ教務主任や研究主任等の責任ある

仕事に携わっている。学卒院生５名のうち全員が正規教員に就職している。 

 

【データ１４】＜職業別就職状況＞ （令和２年度修了） 

職業 教職実践高度化専

攻 

比率 

情報処理関係 0 0.0  

専門・技術職 0 0.0  

事務従事者 0 0.0  

販売従事者 0 0.0  

サービス職業 0 0.0  

保安職業 0 0.0  

教員 15 100.0  

その他 0 0.0  

 

【データ１５】＜産業別就職状況＞ （令和２年度修了） 

職業 教職実践高度化専

攻 

比率 

公務員 0 0.0  

教員 15 100.0  

各種製造業 0 0.0  

情報通信業 0 0.0  

卸売・小売 0 0.0  

金融・保険 0 0.0  

サービス業 0 0.0  

教育・学習支援 0 0.0  

その他 0 0.0  
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【データ１６】＜地域別就職状況＞ （令和２年度修了） 

職業 教職実践高度化専

攻 

比率 

石川 13 86.7  

富山 0 0.0  

福井 0 0.0  

東京 0 0.0  

新潟 0 0.0  

長野 0 0.0  

岐阜 0 0.0  

愛知 1 6.7  

大阪 0 0.0  

その他(千葉) 1 6.7  

 

【データ１７】＜進学状況・就職者数＞（令和２年度修了） 

専攻 修了者

数 

進学希望

者数 

（A） 

大学・大学

院等進学者

数 

専門学

校等進

学者数 

就職希望

者数 

（B） 

就職者

数 

希望者数

合計 

(A+B) 

就職・進

学未希望

者数 

教職実践高度化専

攻 
15 0 0 0 15 15 15 0 

 

 

観点 関係者からの評価 

(観点に係る状況)   

教職大学院全般に関しては，県教育委員会との間で教職大学院運営部会を設置しており，この

部会において県教育委員会からの評価を受ける機会を設けており，総じて良好な評価を受けてい

る。本研究科では，令和元年３月に第二期生である15名が修了し，その活動状況や成果について

把握するため，令和２年12月に修了生の勤務先管理職や教育委員会に対して，修了生の勤務校等

における研究課題等の実践や職場・地域における貢献等についてアンケート調査を実施し，現職

教員についてはリーダー性を発揮していること，学卒修了生については即戦力として高い次元で

の力量を持っているとの評価を得ている。さらに，令和３年２月には第１回教育課程連携協議会

を開催し，教育委員会関係者に加えて，学校関係者，地域の企業関係者等を含めた外部評価機能

を充実している。 

 

(２)分析項目の水準及びその判断理由 

（水準）期待される水準にある。 

（判断理由）令和２年度は平成 29 年度に入学した長期履修制度を利用する１名を含む 15 名全員

が修了し，現職派遣教員は金沢大学附属学校の教員，勤務校の教務主任や研究主任等の責任ある

仕事に携わっている。学卒院生は全員が正規教員に就職している。関係者の評価に関しては，教

職大学院全体としての運営や個別の授業や実習に関して評価を得る機会を設けており，概ね良好
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な評価を受けている。加えて，現職を派遣し，学卒院生を受け入れている連携協力校からもヒア

リングを受ける体制が構築されており，すべての連携協力校より良好な評価を受けている。特に，

修了生の評価については，勤務先の管理職や教育委員会に対してアンケート調査を行い，現職及

び学卒修了生ともに高い評価を得ている。 
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